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午前 ９時２９分 開議 

○議長（関田正民君） ただいまから本日の会議を開きます。 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

日程第１ 一般質問 

○議長（関田正民君） 日程第１ 一般質問を行います。 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

◇ 床 鍋 義 博 君 

○議長（関田正民君） 通告順に従い、21番、床鍋義博議員を指名いたします。 

〔２１番 床鍋義博君 登壇〕 

○２１番（床鍋義博君） おはようございます。 

  今回の選挙におきまして、市民の皆様からの負託を受けまして、再び議場へと送り出していただきました。

しっかりと勉強して、市民の皆様の代弁者として職務を全うするよう精進いたしますので、市長を初め市職員

の皆様、議会議員の皆様の引き続きの御指導、御鞭撻をよろしくお願い申し上げます。 

  さて、平成27年度第２回東大和市定例議会において、次の質問をいたします。 

  今回、私が質問する事項に関しましては、大きい項目として４つございます。 

  まず第一として、ごみ行政について。 

  ３市共同資源化事業基本構想及び今後の予定についてです。 

  ２番目として、平和事業についてです。 

  ①として、戦災建造物を中心とした公園整備についてです。 

  ②として、戦没者慰霊祭についてですが、現在ではこの戦没者慰霊祭という言葉が使われておりませんので、

戦没者追悼式とさせていただきます、訂正させていただきます。よろしくお願いいたします。 

  ３番目として、ふるさと納税の活用について。 

  大きい項目の３番として、空き家対策について。 

  市内の空き家に関して、現状と今後の対策についてです。 

  大きい項目の４番目として、産業振興対策についてです。 

  ①として、今年度の予定について。 

  ②として、中小企業大学校との連携についてです。 

  壇上での質問は以上とし、再質問につきましては、自席にて行います。よろしくお願いいたします。 

〔２１番 床鍋義博君 降壇〕 

〔市 長 尾崎保夫君 登壇〕 

○市長（尾崎保夫君） 皆さん、おはようございます。 

  初めに、３市共同資源化事業基本構想と今後の予定についてでありますが、床鍋議員のほうからは３市共同

資源物処理施設の関係を初め、廃棄物行政についての一般質問が17回目ということになりますので、私として

の基本的な考え方を、まず述べさせていただきます。 

  廃棄物に関しましては、市民の皆様を初め各事業者の御協力をいただき、減量していくことが大事であり、

また資源を有効活用していくことも重要なことであると考えております。また、市行政の長としまして、市民

の廃棄物を適切に処理することは、大変重要な役割であると考えております。このようなことから、焼却施設
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や不燃・粗大ごみ処理施設の更新、そして３市共同資源物処理施設の建設は一体であり、廃棄物を処理するた

めに必要な施設であることから、４団体において確認しておりますように、施設建設に向けて地域住民の方々

を初め３市、市民の理解を得ていく努力を続けていく必要があると考えております。 

  なお、３施設の整備全てに言えることではありますが、地域住民の皆様が御心配しております環境面につき

ましては、影響を与えない施設とするため、適切な対応を図ってまいりたいと考えております。平成27年３月

に作成しました（仮称）３市共同資源物処理施設に伴い、生活環境影響調査報告書に基づき、平成27年５月に

５地点で大気質の調査を実施したと聞いております。また、小平・東大和・武蔵村山地域循環型社会形成推進

地域計画に基づき、平成27年４月には平成27年度の循環型社会形成推進交付金の内示を受けたところでありま

す。今後につきましても、施設整備地域連絡協議会を初め市民の皆様の理解を得るため、引き続き４団体で一

致して取り組んでまいりたいと考えております。 

  失礼しました。訂正をさせていただきます。 

  平成27年３月に作成しました（仮称）３市共同資源物処理施設に伴い、生活環境影響調査報告書ではなくて、

計画書に訂正をさせていただきます。 

  次に、戦災建造物を中心とした公園整備についてでありますが、平成27年は戦後70年の節目の年となります

ので、貴重な戦災建造物であります旧日立航空機株式会社変電所の保存のあり方につきまして、さまざまな角

度から検討を重ねる中で、一定の方向性を導き出してまいりたいと考えております。 

  次に、戦没者追悼式についてでありますが、市では過去の幾たびかの戦争によって亡くなられました方々の

御冥福と恒久平和を願い、毎年10月に慰霊塔の敷地内におきまして、御遺族、御来賓の皆様の御臨席のもとに

追悼式をとり行っております。 

  次に、ふるさと納税の活用についてでありますが、ふるさと納税制度はふるさとやゆかりのある地方公共団

体に対しまして、貢献したい、応援したいという思いを寄附を通じて実現することができる制度であります。

市におきましても、ふるさと納税について市の公式ホームページで御案内をしているところであります。平和

事業に特化した形でのふるさと納税の活用につきましては、現時点では行っていない状況であります。 

  次に、市内の空き家の現状と今後の対策についてでありますが、近年市内におきましては高齢化や相続の理

由で管理不十分のまま放置された空き家が存在していることは承知しております。これらの管理されていない

空き家は、景観上の問題や犯罪、放火の要因となるなど、周辺住民の生活環境にとって決して好ましい状況で

はないものと認識しております。現在市では放置された管理不十分な空き家について、現状を調査し、所有者

に対して、雑草の除去や土地、家屋の適正な管理を依頼しております。また、防災・防犯の観点から警察署、

消防署の巡回、警戒も依頼しております。今後も空き家の所有者へ適切な管理について、御理解を求めてまい

りたいと考えております。 

  次に、産業振興対策に関する本年度の予定についてでありますが、市では産業振興基本計画に基づきまして、

工業、商業の基本施策として、経営基盤の強化を進めております。平成27年度は市内で新たに創業者を生み出

し、市内産業の活性化を図ることを目的に、創業支援事業を実施いたします。また、空き店舗調査事業を実施

し、創業支援事業の受講者や市外からの移転を希望している事業者にいち早く情報を提供し、起業の支援に努

めてまいります。農業におきましては、農産物直売所マップを作成いたします。掲載内容を更新しまして、最

新の直売所情報を市民の皆様に提供するものであります。 

  次に、中小企業大学校との連携についてでありますが、平成27年３月より中小企業大学校東京校内に創業支
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援及び新事業展開支援を行うビジネストが開設されました。市では、中小企業大学校東京校及び東大和市商工

会と連携して、東大和市創業塾を平成27年７月に開講いたします。ビジネストの講師の方々にも御登壇をいた

だく予定となっています。また、平成27年度の産業まつりにつきましては、中小企業大学校東京校の御協力に

より、同校を会場として使用させていただくことになっております。さらに、市ではビジネストで実施される

創業セミナーやワークショップなどの事業の後援を行うほか、ビジネストの各種事業につきまして、市報等で

広報を行うなど、事業効果のさらなる向上に努めてまいります。 

  以上です。 

〔市 長 尾崎保夫君 降壇〕 

○２１番（床鍋義博君） 御答弁ありがとうございました。 

  それでは、順次再質問をさせていただきます。 

  まず初めに１点確認なんですけれども、これは３月にも確認をさせていただきました。今現在３市共同資源

物処理施設に関して、周辺住民の同意が得られている状況でしょうか。 

○環境部長（田口茂夫君） 現在地域の皆様と施設整備地域連絡協議会を設置し、毎月１回会議等をさせていた

だいている状況でございますが、その会議において皆様方の理解を得られたという状況にはなっていないとい

うふうな認識は持っております。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） 今お話にありました３市共同資源化施設整備協議会、以下協議会とさせていただきま

すけれども、この協議会のメンバーというものは、どのような構成になっておりますでしょうか。 

○ごみ対策課長（松本幹男君） 協議会のメンバーでございますが、周辺地域の自治会やマンション管理組合等

の代表者、そこに加えまして各団体の専任者、各２名以内で参加のほうを募っている状況でございます。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） 今自治会とマンションの管理組合という話が出ましたので、マンションの管理組合に

関しては、ほぼ住民の100％近いところが加入していると思うんですけれども、この自治会に関しては、現在

加入率というのは何％ぐらいでしたでしょうか。 

○環境部長（田口茂夫君） ちょっと詳細な数字は持ち合わせてございませんが、40％前後だというふうには聞

いているところでございます。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） たしか直近の、この議会での一般質問で他の議員が質問したとき、たしか36％といっ

たところで、大体10人に六、七人は参加してないということなので、これはもちろん今施設整備協議会の中で

同意を求めているということだったんですけれども、それ以外の住民の方々に対しては、どのようなアプロー

チというんですかね、理解を得ていくような、そういったことをしているのでしょうか。 

○環境部長（田口茂夫君） 今までにおきましては、基本構想の策定の前の段階の案の段階での３市での説明会

ですとか、基本構想の策定後の説明会、その時々の状況によりまして、３市におきましても地域住民の方以外

にも、そういった説明会を実施し、あとまた小平・村山・大和衛生組合の広報紙であります「えんとつ」とい

うふうな広報紙がございますので、そういったものですとかで周知を図っている。また、さらには各地におけ

ますホームページでもリンクは張ってございますが、衛生組合のホームページ等でも会議の内容等、議事録等

も公開し、情報提供に努めているという状況でございます。 
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  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） 今いろいろ周知を図っているということで、そのままいろいろ続けてほしいんですけ

れども、協議会のほうにちょっと戻りますけれども、この協議会を設置してから１年以上経過したわけですけ

れども、先日６月13日に開催された協議会の中で、衛生組合の担当者から要綱について、協議会は小平市、東

大和市、武蔵村山市が東大和市桜が丘２丁目122番地の２に共同設置を合意した３市共同資源物処理施設の建

設に関し、３市及び小平・村山・大和衛生組合と地域住民が地域の良好な環境の維持、向上及び安全の確保を

図る目的として、３市共同資源物処理施設整備地域連絡協議会を設置することというふうに突然述べまして、

これは皆さんが合意した要綱であるというふうに発言がありました。これ確認ですけれども、皆さんが地域住

民の方が合意をしたというので、いつ出席している方々の合意が得られたんでしょうか。 

○ごみ対策課長（松本幹男君） 協議会の設置にかかわります要綱でございますが、要綱の附則を見ていただく

とわかる部分がございますが、最終的に26年８月９日から施行するということで、一部改正はしております。

したがいまして、この改正時にはこの改正内容で実施するということで、協議会に諮りまして、了解を得てい

るというところが私どもの認識でございます。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） この要綱がたしか一番最初に出たときって、昨年の２月の協議会だったというふうに

記憶しているんですけれども、もちろん環境部長やごみ対策課長も出席していたので、よくそのあたりの経緯

というのは御存じだと思うんですけれども、私もこの協議会に参加というか、傍聴に行っておりました。また、

それ以降十何回開かれている場合も、ほとんど傍聴もしくは傍聴できないときは議事録や、その他資料とかで

確認をさせていただいております。その中で、実質２月に要綱案が出てきたときに、それに関して、ほぼ何も

話されてなくて、その割には次の月に、３月ですよね――に衛生組合のほうから、４団体ですね、出てきたも

のに関しては、もう既に要綱案の案がとれていた。実質何もしていなかったにもかかわらず、いきなり案がと

れていたことに関して、たしか３月の協議会では、どういうことなんだという話でもめたと思うんですよ。 

  当然参加された方からの大きな反発があって、最初からもう施設建設ありきで、この会議に参加することで

賛成ととられるような形での要綱には賛成できない、同意できないというふうに発言された方もいました。そ

のことで、要綱がなかなか決まらずに、結局協議会を進めるために、もう最初に建設ありきで進めるというと

ころは、はっきりと合意という形をとらずに、その他の会長の選任方法であるとか、議事の進め方などの方法

論に、主にそちらのほうを決めていき、とりあえず会議を進めていきましょうというような流れだったと私は

記憶しているんですけれども、そうではなかったですか。 

○ごみ対策課長（松本幹男君） 協議会にかかわります要綱の設置の過程という点でございますが、昨年２月に

第１回目の協議会を開催したところでありますが、その開催前に案という形で、やはり協議会を設置するから

には根拠が必要になりますということを御説明しているところです。その段階で案をお配りし、２月の第１回

目の開催時に要綱の御説明をさせていただき、その場で案をとらせてほしいというところが正確なところかと

私どもは認識しております。 

  それと、あと要綱なんですが、要綱の中で議員のほうは施設建設ありきという形で述べられているわけです

が、要綱の所管事項の中には周辺環境への配慮に関することということも含まれております。したがいまして、

これは周辺の皆様に大きな影響がございますので、そういったところも含めて、私どもは広くお声かけをさせ

ていただいた中で、現在進めているというところでございます。 
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  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） たしか７月12日の協議会の議事録においても、次のような記載があります。 

  協議会に参加することで、その団体が建設に賛成しているということにされないかということと、交付金、

地域計画などの際に協議会が開催されているので、地域住民とうまくいっているということを利用しないでほ

しいということと、反対の立場であるが協議会に参加してよいのかという質問が準備会のときにあったと思う

のですが、行政からの回答は反対の意見はあってしかるべきなので、協議会に参加したこと自体が賛成だとみ

なすことはない。建設反対の団体の参加は妨げない。申請などの際には、協議会を行政の都合のいいように利

用することはしないという回答をいただいていますが、それでよいですかという質問がありまして、それに対

して田口部長は、この設置要綱につきましては、けんけんごうごうあったというのは私も承知しておりますが、

そこまでの状況にはないと。ですから、必ずしも反対者がいないということを言ったつもりもありません。今

回のこの会議の中で、反対者の方々の皆様を排除するつもりもございませんし、それをいいような形で使って

いきたいというようなことは考えているところではございませんと答弁されております。これ議事録から、そ

のまま抜粋したので確認ですけれども、このとおりで間違いないですか。 

○環境部長（田口茂夫君） 答弁そのようにさせていただいたというふうに記憶はしてございます。 

  また、現状今お話のありました内容については、何ら変わっているところもございません。しかしながら、

私どもとしましては、基本的には建設をしていくというふうなスタンスの中で、地域住民の方々に御理解得る

べく、この会議を設置し、御説明を申し上げ、御理解をいただく努力をしているという状況は変わってないと

いう状況でございます。 

○２１番（床鍋義博君） 実は、計画課長補佐ですか、担当者も同じ日に理解を得たという状況にはないという

ふうに、今のところは認識しておりますと。ただ反対の意思が強い方がおられるということは、十分認識して

いるところですけれども云々と話しています。こういうふうに、住民の理解を得ることをちゃんとするという

ふうに言ってはいるんですけれども、突然として先ほど述べましたように、要綱に皆さん合意したんだから、

話の中でそもそも論、そもそも論というのは、これは何かというと、ずっと傍聴しているとわかるんですけれ

ども、そもそもこの施設って必要なのかどうかということについても含めて話し合わないと、ずっとかみ合わ

ないんじゃないかという意見が、その協議会のメンバーのかなりの方から出されて、現在協議会ではそういっ

たこと、そもそも論というふうに言っているわけなんですけれども、そういったことを話し合いという場に出

して、実際に５月９日に、それをやるのかという話で、各自が意見を述べた後に、いきなり担当者がもうそも

そも論というのは、もう次で終わりにしますというふうに言い切った上に、先ほど述べましたように、皆さん

この要綱に合意したんだから従ってくださいみたいなことをいきなり言ってしまうと。 

  これまで、１年以上続けてきて、住民の方にボランティアで来ているわけですよね、地域代表として土曜日

とかの夜７時ぐらいから始まるわけですけれども、２時間ぐらい。月に１回、必ずそういうことがあって、そ

れを今度持ち帰って自治会なり、マンションの管理組合などに持ち帰って、また話し合いの場を持って、また

その結果を持って出てきているわけですよ、住民の方々は。尐しずつですけれども、そういったことで質疑応

答しながらでも、信頼関係というんですかね、そういったことが醸成されてくるはずのものでありますよね、

協議会というのは。そのために協議会を開いている、大きい目的としては、そういったことがあると思うにも

かかわらず、そういったことが実際現場でなされております。 

  これに関しては、なぜ急にそういうふうに急に変わったのかなということが、非常に疑問ですし、今までの
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努力を台なしにするようなものであるなというふうに思っているんですけれども、これって今後もう打ち切り

にしておいて、もう建築計画のことに全部進めていくということになってしまうのでしょうか。 

○ごみ対策課長（松本幹男君） 協議会の要綱のことでございますが、これは出席されている委員の方からも会

議のたびに、いろいろとお話を受けているんですが、会議録をホームページにおいて公表してほしいというふ

うに私ども言われております。それに基づきまして、今までの会議の内容については全文録で掲載をしている

ところでございます。したがいまして、会議録をとなりますと、やはりこれはこの会議、この協議会の要綱に

基づいて設置された会の会議録というふうに、私どもも参加されている方も、そこは認識は一緒だというふう

に私どもは思っております。したがいまして、この要綱自体が私ども一方的につくったものではないというの

は、そこのところでも御理解はいただけるのではないかと思っております。 

  もう１点、そもそも論ということで、今議員のほうからお話がありましたが、これは昨年来会議をしている

中で、そもそも論自体を私どもは排除するような考えのことは述べたつもりはございません。ただ、協議会設

置して１年数カ月たちましたので、一定の３施設を整備していくという、この必要性がございますので、そも

そも論については１年かかっても同じような会議の内容であるということで、他の委員からの御指摘等もござ

います。ですから、ほかの場を設ける中で、そういったところには対応していくということで、私どもは考え

ているところでございます。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） ほかの場を設けるというのは、具体的にはどのような場を設けるんですか。 

○ごみ対策課長（松本幹男君） 別の場といいますのは、毎月一度開催しています協議会は、この設置要綱が根

拠となっておりますということで、事務局から先月の会議、今月の会議においても説明があったところだとい

うふうに私は認識しておりますので、この設置要綱とは別なところのお話として進めさせてくださいというと

ころの意味でございます。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） そうすると、また地域の方は今、月に１回やっている協議会のほかに、また別の協議

会なり、そういうことを話し合う場を設けたら、そこにまた出ていって同じようなことを話さなければいけな

いわけですか。 

○ごみ対策課長（松本幹男君） そこについては、先ほど議員がおっしゃいましたように、ボランティアである、

また地域の代表である、そういったところもございます。ですから、どのような形で全体の廃棄物の処理を今

後どのようにしていくべきかというような点も含めて、そこについてはこの当該協議会との運営等照らし合わ

せた中で可能な範囲で、そこは実施していくべきものというふうに私どもは考えております。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） また、かなり住民の方に負担をかけることになると思います。１年以上かけて一定の

結論というか、出てこないというものは傍聴していて、すごくわかるんですけれども、住民の方の質問に対し

て、次の会議の中で前回出た質問に対して、ほとんど答えてないんですよ。そこが全然進んでない。１年中や

っていて進んでないのって、何か住民の方がずっとごねていて進んでないというふうに思われるかもしれない

んですけれども、実際はそうではなくて、合理的な説明を求めています。こういう資料を出してください。こ

ういうことを聞きたいんですと言っていても、その答えが全く出てきていないから、結局のところ先に進まな

い、行政の言うところの先に進まない状況になっているのではないですか。 



－107－ 

○ごみ対策課長（松本幹男君） 一定の御質問に対するお答えは、当然私どもはさせていただいておると認識し

ているんですが、回答の内容がなかなか受け入れがたいような形で、今いるところのお話かと思います。ただ、

こういった廃棄物処理施設は俗に迷惑施設と言われておりますが、実際には必要な施設であるというふうに私

どもは考えておりますので、なくてはならない施設をつくるに当たりましては、これは東大和市内の桜が丘に

限らず、全国的に見ましても、やはりそう簡単に地域の方と行政とが考えが一致して、建設を進めましょうと

いうところが難しい事業であると思っています。ですから、そこは丁寧に私どもは進めてきているつもりであ

りますし、今後も引き続き、そこは丁寧に対応していきたい、そのように考えております。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） 今丁寧にという言葉が２つ出てきましたので、丁寧にお願いをします。実際前回の６

月13日の協議会では、そのような形ではなかったので、今後運営していく際には、住民等の理解を得ていかな

ければいけないということを前提としているのであれば、なおさらそういったことはきっちりと行うべきだと

思いますので、要望をさせていただきます。 

  質問を変えます。 

  地域の住民の方が東京都と国、環境省に対して意見書を提出しております。これは御存じでしょうか。 

○環境部長（田口茂夫君） 衛生組合のほうからの情報並びに、さきのもう既に行われております衛生組合の２

月議会におきましても、そういったような質疑が出ておりますので、そうした中で私どもも承知しているとい

う状況です。 

○２１番（床鍋義博君） ということは、内容に関しても御存じということでよろしいですか。 

○環境部長（田口茂夫君） 私どもが承知している内容につきましては、衛生組合の議会の中で７団体から出さ

れたということと、東京都並びに国に出されたという内容は承知しておりますが、具体的な個々細かな内容に

つきましては、ちょっと承知していないという状況です。 

○２１番（床鍋義博君） 具体的な内容については知らないということなので、尐しお話をさせていただこうか

なと思いますけれども、その前に１点確認ですけれども、東京都と国から、この件に関して４団体の中で何か

お話というんですか、こういう意見書が来ましたよぐらいな話はあったのかなと思うんですけれども、それ以

外で何かあったりとかということはあったんでしょうか。 

○環境部長（田口茂夫君） 私どもが聞いている中身としましては、東京都さんから衛生組合のほうに連携とい

うことも含めてですが、こういったものが出たということと、現在の状況を尐しお話をしていただきたいとい

うことで、衛生組合のほうがお話をしたというふうには伺っております。また、小平市、武蔵村山市並びに東

大和市においては、直接電話等のお問い合わせはないという状況です。 

○２１番（床鍋義博君） では、意見書の内容、これ全部やるとすごく時間が全然足りないので、尐し幾つか取

り上げてお話をさせていただきます。 

  まず一番最初に訴えていることは、適切な協議会の場がないというふうに述べています。先ほど来、協議会

について述べていますけれども、協議会がつくられたけれども、内容は一方的に説明されているか、もしくは

答えが出ない、質問に対して答えが出ない。初めから、結論ありきで議論がうまくかみ合っていない。今まさ

に議論されているところですけれども、そういった住民の理解を得る努力していると市は言っております。言

っておりますけれども、住民からすると、その協議の場すらないと。場はあるけれども、実質はなければ協議

の場がないということと、ほぼ同じだと思うんですけれども、これに関して、先ほど丁寧に説明していくとい
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うことの理解でよろしいんですか。だから、次の協議会でそもそも論は、もうやめるということに関しては、

もちろん発言した本人ではないので、撤回というわけにはいかないかもしれませんけれども、そのように東大

和市として、しっかりと住民の方の同意を得られるようなことを進めていくと、そういったことをされていく

のでしょうか。 

○ごみ対策課長（松本幹男君） 丁寧な説明というふうに、私が先ほど申し上げたわけですが、丁寧な説明とい

うのは、協議会の中で代表で出席されている方々に説明するのも当然のことではありますが、私どもといたし

ましては、必ずしも協議会のときだけに対応しているわけではございません。過去から、他の地域住民の方が

お一人であっても、やはりいろいろな不安ですとか、あとは今後の動向という形の中で計画の状況がわからな

い、そういったものについても、対応は時間をとった中できちんとさせていただいているつもりでございます。

したがいまして、丁寧なというのは私どもは別に協議会だけに限定したものではありませんので、そこのとこ

ろでの解釈で今後も継続して対応はしていくというところでございます。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） もちろん協議会だけで参加されている方が住民だけではないので、もちろん全体に対

して丁寧な説明をされていくということを確認できましたので、この件はいいです。 

  次に、この意見書に関して述べられているのは、廃プラ処理施設を設置して運営する場合のコストは適正か、

不明瞭であると述べています。私も何度が一般質問で取り上げて、何度かというコストの問題ですよね。この

問題、さっき17回と言いましたけれども、多分16回だと思うんですけれども、多額の費用がかかる施設を建設

するコストと、維持管理するコストを明確にしなければ、予算を決める際にも、これは判断できないので、そ

れを出してほしいと何度かお願いをしてきました。しかしながら、いまだにその数値的なものというものは示

されておりません。私のほうで独自に試算したことも過去にありました。また、それに関しても全然違うよと

か、この部分は合っているよとかという指摘もないので、ここが間違っているというふうに言っていただけれ

ば、どの辺が間違っているのかなと、もう一度聞けるんですけれども、それすら言っていただけないので、要

はコストに関して判断する材料が全くない状況です。 

  多額の税金を投入する事業でありますし、コストというのは非常に重要な要因で、それを住民が聞きたいと

いうのは当然の権利なんですね。なぜならば、お金を出すのは基本的に住民、またこれから市債を発行すると

いうことになれば、現在子供たちが将来それを担う可能性が非常に高いわけですよ。それに対して、住民の方

たちが一体これは幾らかかって、維持管理費どうなのというのは、誰しもが聞きたい、協議会にかかわらず誰

しもが聞きたいところだと思うんですよ。それに関しては、行政は説明責任が絶対あるはずなんですね。それ

に関して、いまだに協議会でも示されないし、我々にも示されない、これはどういうことなんでしょうか。 

○ごみ対策課長（松本幹男君） コスト比較の件でございますが、コスト比較については私どもも提示をするべ

きだという認識は当然持っております。ただ、前になりますが、住民の方にもちょっとお話はさせていただい

たんですが、現行の民間委託、それと今進めております計画中のものとの比較というのが、あくまでも数字だ

けは出すことはできますが、中身の問題といたしまして、やはり現状の民間委託の状況、そちらも当然影響は

されます。私どもが今計画を進めようとしております資源物処理施設、こちらにつきましては、特に環境面に

は一番最大限配慮するという形の中で進めようと考えておりますので、昨年まとめました基本構想、こちらも

当然あるべき施設の姿というのは、今後の話の中で住民の方たちの御意見が反映できるものについては反映を

して、修正を加える必要性はあるというふうに認識しております。したがいまして、現在の東大和市が民間委
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託をした中で、処理している現状の民間委託を今年度に入りまして、協議会の皆さんと参加可能な方と一緒に

施設見学ができました。ですから、そういった現状を今までは見ない中で私どもも出すのは、やはり数字がひ

とり歩きをするというところで懸念をしていたところでございますので、今後コストについては当然に提示は

していくべきものというふうに考えております。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） コスト提示はしていただけるということなので待っております。 

  それで、１つだけちょっと確認なんですけれども、今数字がひとり歩きしてはだめなんで、内容まで見なき

ゃいけない。その後に、環境面の話をされていたんですけど、今話の流れで聞くと何か民間は環境対策は不十

分だということなんでしょうか。 

○ごみ対策課長（松本幹男君） 民間企業が不十分だという認識で申し上げたわけではなく、現在の東大和市が

委託をしている処理先については、ＶＯＣ対策、具体的に申し上げますと、そちらの対策は講じていない。た

だ、私どもが現在計画を進めているものについては、特にＶＯＣを初めとする環境面に十分配慮するという、

そこが大きく違うという、そういった意味でございます。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） わかりました。 

  ５月の臨時会で給食センターに対する交付金がおりるんですね。足りない分の補正予算を決めました。今後

数年間はあらゆる建築工事が高騰し続けるというふうに予想されております。また、国の財政の締めつけが厳

しくなる傾向が出てきています。先日の日経新聞の電子版に、ペットボトル店頭回収しやすく、運搬規制緩和

へという記事がありました。ちょっと抜粋して尐し読まさせていただきます。 

  政府は小売店が使用済みのペットボトルを店頭で回収し、リサイクルしやすいよう規制の緩和を検討する。

産業廃棄物とされる使用済みペットボトルの運搬には、廃棄物収集運搬業の許可が原則として必要だが、都道

府県に申請すれば一般の運搬業者でも運べるようにし、回収にかかるコストを抑える。2015年度中にも実施し、

民間でのリサイクル拡大を促す。使用済みペットボトルの運搬は、廃棄物処理法に基づく許可を都道府県から

受ける必要がある。環境省は、この許可がなくても簡単な手続で運搬を認めるため基準を検討する。今秋まで

に中央環境審議会で具体策を詰める。 

  店頭でペットボトルを回収し、リサイクルするスーパーは多い。現在は、ペットボトルの運搬だけに余分な

費用がかかっており「積載効率が悪いため、売却費用を運搬費用が上回る」などの規制緩和への要望が強かっ

たと。店舗に商品を納入したトラックが帰りにペットボトルを積んでいけば、物流コストを抑えることでき、

効率的なリサイクルにつながるというような記事がありました。 

  簡単に言えば、廃棄物として運搬業の許可を得ている業者のコストは非常に高いので、規制緩和をして選択

肢を広げようと、そういうことです。民間の搬入業者に回収を任せてしまうということの趣旨だと思うんです

けれども、国の方針が民間を利用する方向にかじ取りをしてきているのではないかなと。国が規制緩和をする

ときに、必ず業界からの圧力が強い場合があるんですけれども、昨日も中野議員の一般質問でリサイクルの問

題が取り上げられまして、市長は企業が一定の社会責任を負うというＣＳＲの考え方というものを、非常に重

視しているという発言がありました。私も、これに賛同します。この企業の社会的責任ですね、例えばごみの

問題で言えば、生産者や流通業者というものは製造・流通に便利な小さいペットボトルを選択したわけですよ、

売れるから。しかしながら、その容器がごみとして処理されることを地方自治体へ丸投げしている状況です。
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廃掃法で言えば、しょうがないのですけれども、そういったことを今度はＣＳＲに基づいてみずから処理をせ

よという方向に国が動き出したということだと思います。 

  確かに、容器リサイクル法の精神はもともと拡大生産者責任を問うというもとで始まりまして、今それに基

づきまして運用されているわけですけれども、まだまだこの間に地方自治体や容器リサイクル協会などが入っ

て、企業の直接的な責任というのは薄いものとなってしまっています、現状は、制度上そういうふうに欠陥が

あるというふうに私は思います。 

  かねてより、私はこの拡大生産者責任と流通業者の責任を問えと繰り返し主張しておりますし、市長もこの

拡大生産者責任に関しては、私と意見が同じであると何度か、この議会での答弁でお聞かせいただきました。

業界が動き出して、国が規制を緩和したというものは、これまさに拡大生産者責任が本格的に、国ももう財政

大変なんで、もう民間業者にやってくれよと。民間業者も今までは無視していたわけじゃないけど、そういう

社会的な責任という意識が薄かったために、余り取り組んでこなかったことが、そういったことでは企業とし

ての使命が果たせない。消費者のほうからそっぽを向かれてしまうと。そういった状況になりつつあって、や

ろうかというふうに今なってきていると思います。これを、今せっかくそういう流れがやっと来たところで、

ここで公設で施設をつくってしまうと、一旦つくってしまうと尐なくとも30年ぐらいは、世の中が変わったと

しても臨機応変に対応できないと思うんですよ。そういうリサイクルを取り巻く環境というのは、もう法律を、

容器リサイクル法を施行したときから、もう大分変わっているんですね。それからも変わっていて、社会のそ

ういったニーズっていうんですかね、そういったことも変わってくる。私たち消費者もそうですけれども、環

境によいものを使おうとかって、そういう意識もやっぱり変わってくるんですよ。そういったことを30年間、

これから変わらないというふうに、誰も言えないじゃないですか。そういったときに、臨機応変に対応できる

姿勢こそが今行政に求められているというふうに思うんですけれども、この点について市の見解を伺いたいと

思います。 

○環境部長（田口茂夫君） 今議員からお話がありました東京都の持続可能な資源利用に向けた取り組み方針と

いう中で、今お話のあったような東京都の方針が述べられているというのは、私どもも承知しております。ま

た、市といたしましても、拡大生産者責任というものにつきましては、大変こちらの方向に進むということが

必要だということから、従前から東京都市長会を通じまして、東京都並びに国のほうにもお話はさせていただ

いている、要望はさせていただいているという状況ではございます。しかしながら、今議員からお話がありま

したように、30年間というようなお話もございましたが、すぐにはこの容器包装リサイクルがされている、こ

ういった廃棄物につきまして、行政関与が全てゼロになるかということに関しましては、なかなか難しいと。

方向性としては、決して間違っているというふうには思っておりませんが、ただそういった意味だけではなく、

当面５年、10年先においても、こういった廃棄物は日々排出されるものを適切に処理をしなければならないと

いうことが、我々の責務でございます。そういったところで、当然法律等が変更がされてくれば、それに対処

に関するものに関しましては協議をし、また議論をし、どういった形で進めていくかということは必要だとは

思っておりますけども、現在の中では現在のこの法律並びに現在の運営の中で適切に処理していく必要性があ

るということから、現在の方向を導き出しているということで御理解をいただければというふうに思っており

ます。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） やはり、30年以上のスパンはやっぱり長いですよ。それまでに、社会的環境、拡大生
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産者責任は進むというふうに私は思います。もちろん、その方向に行くというのは認識は正しいというふうに、

多分認識は合っているのかもしれないですけども、そのスピード感ですよね。それが、仮に部長がおっしゃる

ように、そんなにすぐは進まない、行政の関与がゼロになる。もちろん、行政の関与がゼロになるというふう

には言ってないです。尐しずつですけれども、行政の関与が減っていく。今現在でも、実際にペットボトルを

店に持ち込む方すごく多くなってきています。それが、非常にまだ全体の量からすれば間違いなく尐ないです

よ。それがあるから、すぐこういうふうにつくるんだという話にはならないで、そこを徹底的に進めるわけで

すよ。要は、今までだと行政がそういうふうに言ったとしても、一般企業は乗ってこなかったんですよね。で

も、今は一般企業もやっと動き出してきているところなわけですよ。そうすると、そういったルートが民間で

できつつあるところに、安定的に処理できる公設のものをつくってしまったがために、そういったところがう

まく動かなくなってしまう、回らなくなってしまうということになってしまうと、またせっかくやり出したと

ころに水をかけてしまうことにならないかという、そういう心配なことを私は言っているので、できるだけ行

政はコストをかけずに、いろいろな廃棄物に限らず、いろんな運営をしていく必要があると思います。 

  廃棄物に関しては、今までは廃掃法のもとで地方自治体の責務だというふうになってきたのですけれども、

資源と捉えれば、そういったところから外れるのかなと。そういったことも含めて、長期的な展望に立ちなが

ら、今現在何をするべきかということを考えていってほしいなと思います。これは要望ですので、御答弁は結

構です。 

  次の質問に入りたいと思います。 

  次、平和事業についての質問をさせていただきます。 

  桜が丘の都立南公園にあります旧日立変電所ですね、戦災建造物として西の原爆ドーム、東の変電所として

教科書にも掲載されているほど重要な施設となっております。先人たちの保護活動によりまして、このような

歴史的価値のある建造物が保存されてきたこと。また、東大和市が文化財として、これを後世に伝えるために、

しっかりと保存活動をされていることに関しては、高い評価をさせていただきます。 

  さて、この変電所ですけれども、幾ら当時頑丈につくったとは言え、コンクリート造りでありますので、風

雤ですね、特に酸性雤に長期間さらされますと老朽化していくものであります。現在この市の保存修復計画は、

どのようになっているのでしょうか。 

○社会教育部長（小俣 学君） 変電所の修繕計画についてでございますが、東大和市で平成７年に指定文化財

に指定したときに、当時金額で約7,900万円工事費をかけて修復等をいたしました。私どもとしては、あの変

電所を文化財として末永く今の姿のままで、あのままに後世に伝えていくと。そういうものが、私どもの使命

だというふうには思っております。今議員のお話しございましたとおり、やはり酸性雤であり、中の鉄柱とい

うんでしょうか、そういうものが朽ちていくというのが自然の法則で、もうそれはしょうがないことなんです

が、それをいかに食いとめるかというのが、私ども今後の一番大事な業務だと思っております。 

  そういう中で、実施計画の中では屋上の雤水対策、これをまず一番先にやらなければいけないというふうに

考えまして、のせさせていただいている状況ではございます。ただ、それだけでは足りないというふうに思っ

ておりまして、やはり補強の部分についても、今後やっていく必要があるだろうというふうには思っておりま

す。変電所につきましては、外側に修繕といいますか、今のありのままの姿を残していくわけですから、外側

になかなか大きな施工といいますか、できないものですから、やっぱり中側を頑強にしていく必要があると、

そういうふうには思っています。ですので、今年度市長答弁にもございましたとおり、私どもの所管で文化財
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専門委員の方々もいらっしゃいます。そういう方々にお話を聞いたり、それから平成７年のときに工事をした

業者にもお話を聞いて、どういうことをすれば変電所が後世に伝えていけるのか、その辺のことをお話を伺い

ながら何が必要なのか、方向性を出していきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） 先ほど、最初に7,900万円ほどかかったということで、今後恒常的に費用は出ていく

というふうに思います。先ほど述べましたように、西の原爆ドーム、東の変電所と言われるほどの文化財であ

れば、東京都による文化財の指定を受けたり、そういったことが可能なのかなというふうに思うのですが、東

京都による文化財指定の条件というものは何かありますでしょうか。 

○社会教育課長（村上敏彰君） 文化財指定の基準でございますが、国の登録文化財の指定基準はおおむね50年

を経過した建造物との基準がございます。東京都も大枞は、それに倣っていると思います。そういった点では、

変電所は70年を超えていますので、その基準は該当するのかなと、このように考えてございます。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） 私も国の登録文化財のことを調べましたけど、50年たっていると、これで資格はある

んだなと思って、ちょっと喜んだんですけれども、逆にこの指定されることでメリットはかなりあると思うん

ですけども、そのメリットと、むしろデメリットあるかもしれないんですけども、そういったことに関しては、

どのように検討されているでしょうか。 

○社会教育課長（村上敏彰君） 仮に、東京都の文化財指定となった場合は、東京都の媒体を通じてＰＲ等が可

能となると思いますので、より多くの方に変電所の存在をアピールすることができると考えてございます。 

  また、文化財の保存、活用等につきましても、東京都文化財保存事業費補助金交付要綱に基づきまして、補

助制度がございます。具体的には、建物の場合は修理工事や管理工事、防災工事などに対しまして、補助対象

経費の50％が交付される仕組みでございます。 

  また、指定された場合のデメリットでございますが、都の文化財指定となっても、所有者は市のままですの

で、これまで行っておりますような平和市民のつどいなどでの内部の公開、こういったことにも対応できるの

ではないかなと、このように考えてございます。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） 非常にメリットに比べて、デメリットが尐ないので、ぜひそういった形で進めてほし

いなと思うんですけれども、いろいろ調べていると東京都の文化財のうち、建物に関しては、やっぱり寺社仏

閣が多くて、古い建物が多くて、一番直近だと大正時代に建設された旧府中町役場、庁舎などがありました。

しかしながら、国の登録文化財ということで広く見ていくと、たしか東京タワーなんかもそういったことに指

定されていたのかなと思いますし、戦後のものでも50年たつと、そういった価値がある、後世に残すために価

値があるものは、指定されるんだなというふうに思いましたので、ぜひ積極的な働きかけをしてほしいのと、

もちろんこれを行うためには、機運というのも大事だと思うので、特にことしは戦後70年という節目でもあり

ます。全国的にも、さまざまなイベントが開催されるというふうに報道とかされております。文字どおり、市

民と一緒になって後押しといいますか、協働でこの変電所が例えば文化財に指定される、されないにかかわら

ず、あれが東大和市にあるんだということを積極的にアピールすることで、平和への祈念というんですか、そ

ういったことも進んでいくし、観光と言っては何ですけれども、そういったことを中心として、足を運んでく

れる方が東大和市に１人でも多くなればいいかなというふうに思いますので、そういったことも含めて、全体
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の公園というものの考え方を、名称はそういった平和的なものがついたほうがいいのかなと、これはまた東京

都の公園ですから尐し難しいのかもしれませんけれども、そういった特徴のある─公園と言ってしまうと、

何かどこも公園なので、そういう特定の目的と言ったらおかしいですけれども、そこに何があるという予想さ

れるような名称、ネーミングもすごく大事だと思うんですよね。そういったことの変更も含めて、具体的に提

案していってほしいなというふうに思います。これは答弁は結構です。 

  ２番目の戦没者追悼式についてですけれども、これ毎年10月に行われておりますけれども、この日程という

ものは、何か特別な意味があって決められたのでしょうか。それと、あと場所について何か特別な住民の方の

思いというんですか、そういったものがあって決められたのか、その２点をお伺いします。 

○福祉部長（吉沢寿子君） 現在市のほうで主催して行っております戦没者追悼式でございますが、10月に毎年

開催をさせていただいておりますが、なぜ10月にしたかというのは、大変申しわけございませんが、今現時点

ではもう資料が残っておりませんので、相当10月からやっているというようなことでは、引き継いでおります

けれども、なぜ10月なのかということは、現時点ではわかっておりません。実際に市の主催で行い始めたのは、

昭和58年から市の主催で行っているものでございます。 

  それから、現在のあそこの地に慰霊塔を建てた経緯でございますけれども、これも正式に私どものほうに資

料が残っているということではないんですけれども、以前の遺族会の会長の方とか、古くからの市の職員など

からの話を聞いたところといたしまして、昔あそこのところに日月神社というものがありましたことから、戦

没者のみたまが眠るには、当時の町ですね、一望できる場所が一番適しているというようなことで、あそこに

決まったということで、引き継いでいるといったような状況でございます。 

  以上です。 

○議長（関田正民君） ここで10分間休憩いたします。 

午前１０時３０分 休憩 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

午前１０時４１分 開議 

○議長（関田正民君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

○２１番（床鍋義博君） 御答弁ありがとうございました。よくわかりました。 

  日程に関しては資料がないということで、場所については東大和市を一望できるということで、確かに亡く

なられた方にとっては、すごくいいのかなというふうには思いますけれども、私がなぜ今この質問をしたかと

いいますと、毎年この追悼式に参列させていただいて感じたことなんですけれども、御遺族の方、御高齢にな

ってきておりまして、急で長い階段があります。それ以外でアクセスが余りできないので、それをすごく上り

おりする際に非常に御苦労されている─両脇抱えられて御苦労されているということを見て、なぜこの場

所なのかなというふうに思ったわけなんです。 

  これから、もっともっと高齢化が進んで、御遺族の方が高齢となる中で、あの長い階段を上りおりするのは

非常に大変なのではないかなというふうに感じました。あの場所でなければ不都合があるのかなということで、

質問したわけですけれども、もちろん亡くなられた方から見るものと、参列する側から見たものでは、ちょっ

と違うかなと思いまして、できればそういったことを考えていただければなというふうに今後思っております。 

  もう一つ思ったのが、今年度の予算審議の際に追悼式のテントのレンタルの設置費用が、例年の1.5倍とな

っていて、私それ質問したら、内容に関しては余り何も変わってないけれども、高台に設置することもあって
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業者が大変であるみたいな感じだったので、そういうんだったら逆にそこにわざわざやらなくてもいいんじゃ

ないかなということを思いました。これが、あくまでも提案ベースなんですけれども、高台ではなく、こうい

った平地で行い、もちろん慰霊碑を移設するには、そのときはすごくお金かかるかもしれないんですけれども、

先ほど公園整備という話をさせていただきました。どうせ平地というふうに考えているならば、その候補の一

つとして戦災建造物がある都立南公園のところならば、現在行われている変電所で平和事業が行われているわ

けですけれども、戦没者を追悼するという意味では、また平和を願うという思いが同じであれば一緒にやるこ

とによって、また平和の祈念の公園整備ということができるのではないかなというふうに考えました。もちろ

ん、越えなきゃいけないハードル結構あると思うんですけれども、そういったことで今まで議論になったこと

というんですか、そういう話が出たことっていうのは、全く一切なかったんでしょうか。 

○福祉部長（吉沢寿子君） まず、戦没者追悼式の場所を高齢者の方がふえてきて、非常にあそこの階段を上る

のが大変であるというようなお話は、以前からほかの議員さんからも、さまざまな委員会等の場でお話はいた

だいてきた経過がございます。確かに平地─平たいところでやったほうがいいんじゃないかということで、

これまでも例えば中央公民館とか、奈良橋の市民センターというようなことでのお話もいただいたりもしてお

りますけれども、やはりあそこの場所で行いたいというようなことで、これまで遺族会の方々ともお話し合い

をさせていただいたりした中では、そういった経過がございますので、場所につきましては、やはり今の現在

では、あそこの場所で行うというようなことで、私どもは考えておりまして、今後やはり引き続き遺族会の方

から、そういったお話があれば、また開催場所については検討していくようなのかなというふうには考えてお

ります。 

  それから、慰霊塔の場所についてでございますけれども、やはりそれも遺族会の皆様を初め、当時の亡くな

られた方々の多くの関係者の方々、御遺族などの思いが込められたところでございますので、そういった長い

間の歴史なども鑑みまして、先人の方々が非常に思いを込めた、あそこの場所にあることが最もふさわしいと

いうふうには考えております。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） もちろん、遺族の方の意思というんですかね、そういったことを一番尊重しなければ

いけないのは確かでございます。それを、無理やりどこかに移設しろとか、そういったことはないんですけれ

ども、実際に上りおりされる方の御苦労を見ていると、大変だなというふうに思ったのが、この質問をしたき

っかけでございますので、もちろん御遺族の方から、そういった話が出てきた場合には、御検討していただけ

ればなと思っております。 

  ３番目のふるさと納税の活用については、以前他の議員も同じような質問をしておりましたので、詳しくは

述べませんけれども、今現在東大和市でふるさと納税のこの制度ができてから、かなりどちらかというと恐ら

く東京都であるので、地方出身者が多いことを考えると収支がマイナスになっているんではないかなと、前に

質問したときに200万円ほど、たしかマイナスになっているという御答弁があったと思います。やはり、各地

方が海産物であるとか、山海の珍味を並べて、こちらのほうにふるさと納税していただければお得ですよとや

られると、なかなか勝てないなというふうに思うんですけれども、これも他の議員も言っていたんですけれど

も、やっぱり平和ということを旗印にして、そういう戦災建造物を保存するため、皆さんのお気持ちを、こち

らのほうでふるさと納税として活用してほしいということを前面に押し出せば、意識の高い方というんですか

ね、そういったところには響くんじゃないかなというふうに思うのですが、そういったことを検討されていら
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っしゃらないでしょうか。 

○企画財政部参事（田代雄己君） ふるさと納税の関係でございますけれども、平和事業、あるいは変電所を題

材にということだと思いますけれども、現在のところは、まずはふるさと納税、制度そのものは納税制度、地

域で住民サービスを受ける方々が本来納税するべきですけども、他の市町村に寄附という形でお金を移すとい

うか、地方の振興につながるとは十分理解しているところですけども、その税の根幹にかかわるような疑問が

持たれるような制度でございますので、まずその辺を整理する必要があるかと思っているところがあります。 

  また、特定の寄附を募る場合には、それだけの目的をきちんと持つ、あるいは変電所の場合ですと保存方針

を持つということが大事でないかと思っておりますので、現在のところ研究をしているような状況でございま

すので、引き続き研究をしてまいりたいと思っております。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） ことしは、先ほども述べましたけれども、戦後70年という節目の年でございますので、

検討しているということで、できるだけ節目の年に、そういったことを計画をされると、すごくタイミング的

に合うのかなと思いますので、ぜひ早目の検討をお願いいたします。 

  次の質問に移ります。 

  ３番目の空き家対策についてですけれども、この空き家対策については、昨日他の議員も質問しておりまし

て、重複する質問は割愛をして、その中で何点かだけ確認をさせていただきたいというふうに思います。 

  昨日の御答弁の中で、すぐに倒壊の危険があるような特定空き家はゼロという御答弁でした。その点は、非

常に安心なんですけれども、それ以外の空き家、例えば所有者がわかっていて、ちゃんと管理もそこそこされ

ていて、倒壊の危険はないけれども、住んでいないといったような空き家に関しての現状というのが把握され

ているでしょうか。 

○総務部参事（鈴木俊雄君） 空き家につきましては、市民の方からの情報提供というのが非常に大きなウエー

トを占めるわけでございます。防災安全課におきましても、担当者が防災関係の職員、尐ない人数でやってお

りますので、なかなか全市域を把握するのは非常に困難でございますが、市民の方からの情報提供によりまし

て、現状把握ということに努めてございます。こちらにつきましては、空き家等含めまして、雑草の除去につ

いての情報提供というのが大体年間に50件ぐらいございます。このうち、空き家については昨年におきまして

は19件の状況がございました。そちらにつきましては、市のほうでも対応いたしまして、所有者確認をしまし

て、適正に管理していただくように対応したところでございます。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） 昨年19件あって、適切に管理していくように指導があったというのは、非常に適切だ

なというふうに評価をさせていただきます。上物があることによって、固定資産税というものが土地の固定産

税が安くなる、６分の１ぐらいに確かなると思うんですけれども、そういったこともあって、要は余り活用さ

れてないと市にとって非常に税収も減りますし、結局周りの人に倒壊の危険はないけれども、治安の面とか、

そういった面で不安があるということは、これは事実であります。世田谷区の対策について調べますと、世田

谷区では単に空き家を放置家屋として処理するのではなく、積極的に活用しているということをやっているよ

うです。空き家等でオーナー、または地域活動団体─ＮＰＯとかでしょうね、地域貢献活用企画を募集し

て、その活用事例をモデルとして選定し、今後の世田谷区における空き家等の地域貢献活用の普及促進を目指

し、モデル候補として選ばれると１モデル当たり最大200万円の助成を受けられる。助成金は企画を実現する
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ための初期整備費用として、また空き家等の改修工事、備品購入に使うことができるとありまして、この地域

コミュニティーの再生の一部として空き家を積極的に活用しようというふうにしております。 

  東大和市としては、当然地域コミュニティーの再生というのは、もちろん東大和市に限らず各地方自治体の

課題ではあると思いますが、そのあたり今後の計画として空き家対策と連携して考慮するという、そういった

ことは考えられているのでしょうか。 

○総務部参事（鈴木俊雄君） 今議員さんおっしゃられました世田谷区の事例等ございますが、空き家の活用方

法でございますが、個人の住宅の構造や安全性の面から、どのような用途に対応できるのかということも検討

も必要でありますので、今後調査研究してまいりたいというふうに考えてございます。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） こういった対策をやることによって、コミュニティー再生もそうですけれども、やは

り人の住んでないところがなくなるということが、非常にまちの安全に資するということにもなりますので、

ぜひそういったことも考慮に入れながら、施策を練っていってほしいなというふうに思います。 

  この空き家対策ですけれども、早急にやらなければならない理由としては、相続の問題があります。一旦相

続開始しますと、空き家の場合、相続人が必ずしも東大和市に住んでいるということがない可能性が非常に高

いので、それを探し出して連絡をとったりするのは大変な作業だというふうに思います。もちろん法律が施行

されて、これからの施策だと思いますけれども、早目に空き家を特定して、それを対策をするために、皆様が

働きやすいような法整備や情報が必要であれば、もう議員として協力をしたいと思いますし、空き家対策を早

くすることで得られる税もふえていくといったこともあります。有効活用することで、何も生まない空き家が

ビジネスチャンスになったりもしますし、治安の面からも人が住んでない家屋が尐ないほうがよりよいという

ふうに思いますので、この点からも早急な対応を求めていきたいと思いまして、次の質問に移らせていただき

ます。 

  ４番目の産業振興対策についてですけれども、先ほどさまざまな対策をやるようなので、非常に期待をして

おります。今年度から実施する７月ですかね、実施する創業支援事業の内容について、詳しく教えていただけ

ますでしょうか。 

○産業振興課長（乙幡正喜君） 創業支援事業につきましては、市と中小企業大学校東京校、東大和市商工会の

３者で連携して取り組むことによって、市内で新たな創業者を生み出して、市内産業の新陳代謝を促して、市

内の商店街や地域の活性化を目指すものでございます。この事業につきましては、経済産業省と総務省により

地域における創業の促進を目的として、創業支援事業計画の認定を受けた事業でございます。具体的には、創

業希望者に対しましての窓口相談、創業者の創業塾の開催、創業できる場所などの紹介、創業してからの経営

相談、支援を行います。27年度から３カ年で行う予定でございます。これらの事業のうち、本年７月から東大

和市創業塾を開校いたします。中小企業大学校東京校のビジネストにおいて、全４回のカリキュラムで実施す

るものでございます。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） この創業塾のポスターというんですかね、チラシを見ましたけども、キャッチコピー

は「ヤマトＤＥ発進！！」となっておりまして、これすごくキャッチはいいなと思いました。これは、聞くと

ころによると、ビジネスト、中小企業大学校のほうで考えたのではなくて、こちらのほうで考えたということ

で、すごくいいなというふうに思うんですけれども、次に中身ですよね。次の質問にも関連するんですけれど
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も、中小企業大学校と連携して行うということですけれども、その中で東大和市の役割としては、どういった

ものがあるのでしょうか。 

○産業振興課長（乙幡正喜君） 東大和市の役割でございますが、創業塾の中で相談業務、それから経営相談、

それから支援事業等行うことが予定されております。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） ５月半ばにビジネストという、新しく創業支援するプログラムですね、そういったこ

とを行う団体のオープニングパーティーがありまして、私もこれに参加をしてきました。セミナーとパーティ

ーには100名ほどの参加者が集まって、その中には大手企業の事業部長であるとか、中小企業の多摩地域で広

く東大和だけではなくて、多摩地域から多くの社長なども来ておりまして、積極的に情報交換をしていたんで

すね。しかしながら、市の関係者は誰も参加をしていなかったんですよ。これは、何でそうなっちゃうのかな

と思うんですけども、それは情報自体が来ていなかったのか、それとも情報は着いたけれども、ちょっとさま

ざまな理由で行けなかったのか、そちらはどちらでしょう。 

○市民部長（広沢光政君） ５月15日のビジネストのオープンパーティーの件でございます。 

  これは、たしかオープニングパーティー、これ２回目ということだというふうに聞き及んでいます。当日、

今議員のほうからもお話がありましたように、企業創業の分野で活躍されている方々、こういった方々をゲス

トスピーカーに招いた上で、ビジネストの施設ですとか、支援プログラム、こういったものを御紹介されたと

いうふうには聞いてございます。この２回目のオープニングセレモニー、今議員のほうからもお話があったん

ですが、市のほうにつきましては、案内状等がなかったということでございます。これは、そういった事業内

容、施設について、市は先立ちましては、３月３日に第１回目のオープニングセレモニーがございましたので、

恐らく中小企業大学校のほうでは、そういったことでもう既に説明を受けているということで、御案内がなか

ったのかなというふうに考えているところでございます。 

  以上です。 

○２１番（床鍋義博君） もちろんオープニングパーティー２回目ということだったんですけども、３月３日に

来た、いらっしゃった方と全然メンツというんですか、来る人が全然違うわけですね。100名ほどの企業の関

係の方、またこれから創業しようとする方がいらっしゃっているわけなんで、そこで新たなネットワークをつ

くり、いろんな人をそこで紹介するというのも、私は市の役割の一つだなというふうに思うんです。もちろん

案内状が来てないからということですけども、もちろんこれ私にも案内状は来ていなくて、私はなぜそれに参

加したかというと、このビジネストの動きとかというものを、ホームページを見たり、またフェイスブックの

ページもあります。そういったところで、直接連絡をして、これは行けるのかとか、そういうことをやって、

みずからコンタクトをとって積極的に参加をしていきます。まだ、中小企業大学校のほうも、どこにどういう

案内状を出したらいいのかというのも、まだ話を聞くとそんなにわかってない。今回、案内状を出したんです

かという話をしたら、そんなに出してないみたいなんですよ。なので、せっかくいいチャンスなので、市がや

っぱり積極的にコンタクトをとりながら、今月の予定を全部出してくれと。この中で東大和市が行けるものは、

どれがあるんだというような形で、積極的に関与してほしいなと思うんですけども、そのあたりいかがでしょ

うか。 

○市民部長（広沢光政君） 今回の件のみならず、今議員のほうにお話しありましたように、各分野の方々と交

流を図って、情報交換を行うということにつきましては、市にとっても大きな資源となりますので、機会があ
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るごとに、できるだけ参加をしていくというようなスタンスで考えてまいりたいというふうに思っております。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） 私も、そこのビジネストの担当者に話を聞くと、東大和市に対して、すごい期待をし

ているようです。どういった期待をしているかというと、やはり地元の商工業者や農業者、また金融機関、ま

た市内で活動するＮＰＯとか、福祉関連団体と、そういったものの情報はやっぱり市が持っているんではない

かと。また、そういったことを、そういった方々と、これから起業する方、または大企業とか、もう既に企業

経営されている方とか、新しいビジネスを生むときに、ハブ的な役割になってほしいということを、すごく強

く言われました。市は、もちろん先ほど経営の相談とかと言いましたけども、経営の相談は市は多分余りでき

ないと思うんですよ。一番市ができることは、やはりほかのところと結びつけてあげるという、そういうこと

が一番重要なのではないかなと。それこそが求められていることなのではないかなというふうに思うんですね。 

  もちろん、毎年創業塾をやっていくことによって、市がそこに関与することによって、市のノウハウがだん

だんたまってきます。最初はできなくても、どんどんそれを繰り返し行うことによって、市の相談業務という

のも充実してくると思うんですよ。そのあたりを期待されているということなので、ぜひ積極的に情報をとり

に行くようにお願いをしたいというふうに思います。この辺は答弁は結構でございます。 

  次にお聞きするのは、地域住民生活等緊急支援のための交付金を活用した女性向けの創業支援を行うという

ことでしたけれども、これに関して詳しい内容を教えていただけますでしょうか。 

○産業振興課長（乙幡正喜君） 今回、国の交付金を活用しまして、女性が子育てを続けながら仕事ができる環

境や、地域への女性の進出を図るために、女性を対象にした創業塾を行うものでございます。子育て中の女性

も参加しやすいように、平日の昼間に開催させていただいて、一時保育施設を設けて小さなお子様がいられる

方も参加できるような形で考えております。女性創業塾は５回開催し、講座は女性が創業しやすい内容として

いきたいと考えております。開催の時期につきましては、ことしの秋以降を予定してございます。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） 女性の活躍というものは、非常に期待されているところだと思いますので、すごく施

策に関しては期待をしているところでありますけれども、これを周知する方法、宣伝はどのように考えており

ますでしょうか。 

○産業振興課長（乙幡正喜君） 市の─あちらからチラシ等がございます。ホームページ、市報等で案内チ

ラシ等を産業振興課の窓口等で配布して、積極的にＰＲしていきたいと思います。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） 対象が今度女性のため、特にお子さんがいる女性のためということであれば、これや

はり今までどおりの周知方法プラスアルファで、そういった方々が集まる場所ですよね、そういったところに

もパンフレット等配布したほうがいいと思うんですけれども、例えば図書館であるとか、保健所であるとか、

市が管轄するところで、そういった女性がたくさんいらっしゃるところというのはあると思うんですよね。そ

ういったところに置かなければ、効果的な周知ってなかなかできないのかなというふうに思います。新しい試

みであるので、手探りだというふうに思うので、逆に言えば広報の仕方も、広報の仕方イコール市のホームペ

ージ、市報、公民館とかという形に縛られないで、その対象ごとに、今回のこのイベントに関しては、こうい

うような人が来そうだから、ここの場所に置くとかという考えを持って宣伝をしてほしいなと思うんですが、

いかがでしょうか。 
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○市民部長（広沢光政君） 先ほど創業支援塾、７月からの開校の創業支援塾のポスター、お褒めの言葉をいた

だきました。あちらにつきましても、キャッチコピーは市の職員がつくったということでございます。今回の

女性創業塾、こちらも今議員がおっしゃるとおり、初めてのセミナーでございまして、女性を対象という形に

なっておりますので、お話がありましたように、まず女性のそういった集まる場所といいますか、そういった

施設等ももちろんでございますけれども、先ほどの創業塾のポスターと同じように、何かキャッチができるよ

うなものを、市の職員のほうで考えまして、周知のほうを図っていきたいというふうに考えてございます。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） 非常にいいポスターだと思います。「ヤマトＤＥ発進！！」というと、私たちの世代

はすごく響くものがありますので、今度お母さんたちに対して、どういったキャッチがいいのかと、これ楽し

みながら考えることもビジネスの一つだと思うんですよね。だから、仕事を楽しくやるということも、非常に

重要だなというふうに思いますので、ぜひそのように推進していってほしいなと思います。 

  先ほど、農産物直売マップについて御答弁がありましたので、そのことについて尐しお聞きしますけれども、

この件は前にも質問させていただいたと思うんですけれども、今回掲載内容を更新するという話でしたけれど

も、前のものとどういうふうに違った更新内容になっているのでしょうか。従来と同じなのか、それともこの

辺はちょっと変えてますよということがあれば教えてください。 

○市民部長（広沢光政君） 農産物直売所マップでございますけれども、当初考えておりますのは、１回目、今

配布しておりますものを発行してから、かなり年数たっているということで、直売所自体も数がかなり変わっ

てきております。新規の直売所がふえてきているということもございますので、そういったところをちょっと

更正しようということで、大げさに言うとリニューアルということではございません。そういったことを考え

ておりました。ただ、せっかく今回そういったことで改訂版をつくるということでございますので、もう一度

内容的なものは見直していければなというふうには思っております。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） 単なる場所を示すだけでは、なかなかそれこそキャッチーではないので、できるだけ

農家さんの特徴を記載してほしいなと思うんですね。毎週木曜日に市役所のロビーで農産物いろいろ販売をし

ております。私も、よく買うんですけれども、実は同じ商品でも農家さんによって全然違うんですよ。もちろ

ん、これ今ここで名前を言うわけにはいかないので、宣伝となってしまうので言えないんですけれども、樹木

になったまま完熟させたトマト─樹木完熟トマトみたいなのがあるんですけども、これすごくおいしいん

ですよ。スーパーとかでは絶対買えないんですよね。なぜかというと、流通があるのですごく腐りやすいんで、

完熟させてしまうと流通している間にどこか打っちゃうと、すぐ腐っちゃう。なので、地元ならではでしか味

わえないものって、話を聞くと実はもう皆さん近所の方は知っていて、出しちゃうとすぐなくなっちゃうらし

いんですよ。だから、マップに書いちゃうと、またより大変になっちゃうのかもしれないんですけども、そう

いったものが東大和市にあるということを知らない人もかなり多いんですよね。 

  今トマトだけ話しましたけど、トマト以外でも、その農家さんがこだわりを持ってつくっているものってあ

ると思うんですよ。そういったことを捉えて、この人はこれがすごく自信がある、これがお勧めですよという

ことがマップに書いてあると、やはり買いに行こうかなというふうに思うんですよ。そうすると、だんだん直

売所で販売するものがふえれば、ほかに出さなく、農協困るかもしれないんですけども、ほかに出さなくても

直接農家の収入の向上が図られると思いますので、ぜひせっかく改訂するんであれば、もうちょっと踏み込ん
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で、そのあたりを考慮に入れてやってほしいと思うんですが、いかがでしょうか。 

○市民部長（広沢光政君） できるだけリニューアルして、すばらしいものをというふうには考えております。

ただ、大きさ自体はキャパがこれは限りがございますので、それがまず第１点。 

  それと、あとポイントは各農家の方々に御協力をいただいて、了承得られるかということだと思います。た

だ、アイデアとしては非常にそういったことは必要かなというふうに考えてございますので、これから仕様等

考えてまいる上で検討の一つとして上げていきたいというふうに考えてございます。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） ぜひ、お願いをいたします。 

  次に、産業まつりを中小企業大学校を使ってされるということです。初めての試みだと思うので、もちろん

今詳しくはわからないとは思うんですけれども、この辺に関して、今現状でどういった計画になっているのか

と、わかっている範囲で教えていただければと思います。 

○産業振興課長（乙幡正喜君） 産業まつりにつきましては、平成27年10月31日、11月１日に中小企業大学校の

中庭、駐車場、交流室等をお借りいたしまして、開催する予定でございます。会場として、使用されることは

中小企業大学校さんでもＰＲになるということで、非常に喜んでいただきまして、有意義であるとお話を承っ

ております。内容につきましては、現在の規模よりも若干縮小するんじゃないかと思います。キャパテーショ

ンございますので、今よりも尐し内容が変更になるんではないかと承っております。 

  以上でございます。 

○２１番（床鍋義博君） 中小企業大学校はすばらしい施設ですので、私もすごく期待をしております。どのよ

うな形になるのか、成功をすごく期待をしておりますので、これを機に東大和市の住民の方が産業まつりに足

を運ぶことによって、中小企業大学校の外から見ると何やっているかわからないようなところだったけども、

こういう施設なのねというのがわかったりとか、あとそのときに創業塾であるとか、女性のための起業塾であ

るとか、そういったことも宣伝をして、ここに来ればビジネスチャンスが広がるんだなというものがわかると、

市民の方もすごく東大和市にある中小企業大学校を活用していくと思うんですよ。やはり、中小企業大学校の

担当者に聞くと、宣伝が結構困っているようで、どうやってやったら市民の方に知ってもらえるのかというこ

とを悩んでおります。産業まつりに限らず、これから市がどんどん関与して、いろんな市役所の施設を使って、

さまざまなお祭りであるとか、集いとかありますけれども、そういったことも尐し中小企業大学校を利用して

できればなというふうに思いますので、これからも密に情報をとりながら、関与度を深めていってほしいとい

うふうに思いまして、私の一般質問を終わらせていただきます。 

○議長（関田正民君） 以上で、床鍋義博議員の一般質問は終了いたしました。 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

◇ 実 川 圭 子 君 

○議長（関田正民君） 次に、４番、実川圭子議員を指名いたします。 

〔４ 番 実川圭子君 登壇〕 

○４番（実川圭子君） 議席番号４番、実川圭子です。通告に従い、一般質問を行います。 

  初めに、障害福祉についてお尋ねします。 

  この３月に、市は第３次東大和市障害者計画、第４期東大和市障害福祉計画をまとめました。昨年５月に告

示された国による障害福祉計画に係る指針によると、主なポイントとして相談支援の提供体制の整備や、入院
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や施設入所から在宅や地域で暮らすグループホームなど、地域生活への移行、そして一般就労への移行、地域

生活支援の拠点づくりなどが上げられています。当市でも、就労支援室が2011年に始まり、尐しずつ成果があ

らわれているのではないかと考えます。一方、特別支援学校などに通い訓練などを受けた子供たちが卒業後に

行き場が尐なく、せっかく身についた力が生かされなかったり、日々の悩みを打ち明けられないケースもある

ようです。 

  そこで、特に相談に関する事業や（仮称）東大和市総合福祉センターでの事業について伺います。 

  ①計画相談支援及び相談支援事業について、現状と課題など。 

  ②（仮称）東大和市総合福祉センターについて、こちらは建設工事が始まっていますが、開設に向けた運営

については、どのようになるのか、利用者である私たち市民には全く様子がわかりません。 

  そこで、ア、職員配置について。 

  イ、多目的集会室の利用について伺います。 

  また、ウ、周辺住民との関係については、周辺の住民の方への説明や住民の方からの要望などについて伺い

ます。 

  そして、③福祉オンブズマンについては、さまざまな相談について、特に苦情処理など第三者の立場として

対応できる福祉オンブズマンについて、市での状況を伺います。 

  次に、介護家族の支援について伺います。 

  ①2014年12月に市内で起きた介護家族の方による殺害事件について、先月５月22日に判決が出て新聞にも大

きく報道されました。この事件について、市はどのように検証したか伺います。 

  私は、この方の抱えていた問題を個人の問題として終わらせるのではなく、東大和市全体として同じように

苦しんでいらっしゃる方がいると思い、対応していかなければならないと考えます。市の対応により、このよ

うに追い詰められることがなくなるように対策が必要だと考えます。 

  そこで、②介護家族の高齢化にどのように対応していくか。 

  ③介護家族の方に対する具体的な支援について。 

  ア、相談体制について。 

  イ、介護についての情報提供やグループで話す機会の提供について伺います。 

  また、ウ、介護中の車の駐車については、介護している家族の方の車の乗りおりの間に、緊急に対処しなけ

ればならないことも生じてきます。特に、在宅介護をされている御家族の負担を減らすためにも、一時的に車

をとめられるような仕組みがないか伺います。 

  ３点目として、日本一子育てしやすいまちづくりについて伺います。 

  ことしの市長の施政方針で明らかにし、また今回の選挙の折には大きく市長の政策として掲げられた日本一

子育てしやすいまちということに関して、私は本当によく言ってくださいましたと評価し、本当によかったな

と感謝しています。市民の方からも期待する声が非常に多く寄せられています。 

  そこで、①市長のイメージする子育てしやすいまちとは、どのようなまちなのか伺います。 

  また、日本一というには、相当な努力が必要ではないかと考えます。子育てをしやすいということは、子供

連れで歩くときに、どういう対応があるとよいのか。これは、子育て支援だけの問題ではないと考えます。例

えば道路をつくるときも、市役所の窓口対応するときも、全ての市の事業に関してどうなのか。子供の視点で、

全ての事業を点検していただきたいがいかがでしょうか。 
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  最後に、これまで私の一般質問の中でもたびたび取り上げさせていただいていますが、子育て世帯が元気が

出るような施策として、プレーパークなど、子供の遊びや居場所の確保をするための施策について伺います。 

  以上で、この場での質問は終わりにさせていただきます。再質問については、自席にて行います。よろしく

お願いします。 

〔４ 番 実川圭子君 降壇〕 

〔市 長 尾崎保夫君 登壇〕 

○市長（尾崎保夫君） 初めに、計画相談支援及び相談支援事業の現状と課題についてでありますが、市では障

害福祉サービス利用者に対して、平成26年度末までに介護保険のケアプランに相当するサービス等利用計画の

作成に努めてまいりました。今後の課題としましては、サービス等を利用計画の未作成者について、早急に作

成を行っていくこととしております。 

  次に、（仮称）東大和市総合福祉センターの職員配置についてでありますが、今後事業実施者側で採用等を

行い、配置していく予定となっております。 

  次に、多目的集会室の利用についてでありますが、（仮称）東大和市総合福祉センター基本設計では、障害

者団体はもとより、地域の方も利用できる施設として、多目的集会室を設置する予定となっております。多目

的集会室の使用方法等については、今後事業実施者と協議を進めてまいります。 

  次に、周辺の住民の方との関係についてでありますが、これまで（仮称）東大和市総合福祉センターの施設

整備に当たりましては、近隣の住民の皆様の御理解、御協力をいただきまして、準備を進めてまいりました。

現在工事施工者において、施設の新築工事を行っているところであります。 

  なお、工事の着工に際しましては、事前に近隣の住民に皆様に対しまして、工事説明会を開催させていただ

いたところであります。 

  次に、福祉オンブズマンについてでありますが、その役割といたしましては、福祉サービスの利用に際して、

市民の皆様からの苦情相談や権利、利益の擁護、サービスの質の評価等を行うこととなっております。市では、

これらに対応する相談、調整機関としまして、あんしん東大和を社会福祉協議会に設置し、福祉サービスの利

用援助に努めております。 

  次に、平成26年12月に市内で起きた事件に係る検証についてでありますが、市ではまずこの事件で亡くなら

れた方の御冥福をお祈りするとともに哀悼の意を表します。５月下旪の新聞報道によりますと、東京地方裁判

所立川支部で判決が出されておりますが、詳細については把握していないところでございます。 

  次に、介護家族の高齢化への対応についてでありますが、高齢者人口の増加に伴いまして、今後要介護高齢

者の増加や、介護者自身も高齢化することで介護の負担が大きなものとなることから、介護者に対する支援は

課題であると認識しております。高齢者が住みなれた地域の中で暮らしていくためには、必要に応じて適切に

介護サービスを利用していただくとともに、地域で高齢者や介護者を支え、孤立させない環境づくりが必要で

あると考えております。 

  次に、相談体制についてでありますが、市では現在介護に関する相談を市、高齢者ほっと支援センター、高

齢者見守りぼっくす、社会福祉協議会や介護サービス事業所等で実施しております。今後とも、相談支援体制

の充実を図り、適切な支援につなげる仕組みを整備してまいりたいと考えております。 

  次に、介護の情報提供やグループで話す機会の提供についてでありますが、介護につきましては、市、高齢

者ほっと支援センターや居宅介護支援事業所などにおきまして、介護保険制度、介護技術及び家族介護者のグ
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ループ活動などの情報提供を行っております。また、現在市内には２つの家族介護者の会があり、活動状況の

市報への掲載や活動場所の確保についての支援をしているところであります。 

  次に、介護中の車の駐車についてでありますが、警視庁に確認いたしましたところ、訪問介護事業者につき

ましては、警察署の許可を得た上であれば、介護の訪問先で駐車することが可能とのことであります。 

  なお、住民の方が介護中に駐車する車両につきましては、車両許可の扱いをしていないとのことであります。 

  次に、子育てしやすいまちについてでありますが、地域全体で子供や子育て世帯を支え、活気ある生き生き

とした生活を送るとともに、学校での学力向上や社会生活を通して、文化や習慣、ルールを身につけ、子供た

ちが心身ともに健やかに育つ環境が必要であると考えております。この時期での子供たちへの投資が、将来の

東大和市の発展につながるものと考えております。 

  次に、子供の視点での事業点検についてでありますが、子育てしやすいまちを目指すに当たりましては、子

供の目線で事業を考えることは大変重要であると考えております。今後各事業を点検、評価の際には、その点

を十分配慮した上で、取り組んでまいりたいと考えております。 

  次に、プレーパークなど子供の遊びや居場所の確保をするための施策についてでありますが、プレーパーク

は自然の素材を使って子供たちが自分のしたいことを実現していく野外の遊び場で、冒険遊び場と言われてお

ります。当市では、下立野林間こども広場におきまして、市民の皆様が中心となって七森プレーパークが実施

されております。子供の遊び場や居場所の確保の施策としましては、児童館、学童保育所や放課後子ども教室

などが上げられます。 

  以上です。 

〔市 長 尾崎保夫君 降壇〕 

○４番（実川圭子君） ありがとうございました。 

  それでは、順次再質問させていただきます。 

  まず、①の計画相談支援及び相談支援事業についての現状と課題についてですが、まず計画相談支援のほう

からお伺いしますけれども、市のほうの計画では26年度の末までに、利用計画を作成していくということで、

先ほど市長の御答弁からも、まだ未作成の方がいらっしゃるので、そういった方に早急に作成していくという

ことだったんですが、今こちらのほうはどれくらいの作成率になっていますでしょうか。 

○障害福祉課長（小川則之君） 計画相談支援についてでございますが、障害者総合支援法に基づく障害福祉サ

ービス及び児童福祉法に基づく児童通所支援の利用者に対して、サービス等利用計画を作成するのが計画相談

支援ですが、当市のサービスの利用者は約700人ございます。このサービス利用計画については、平成24年度

から始まり、26年度末までの３カ年で全利用者に計画を作成するということとされておりますが、当市におい

ては平成27年３月末の現在で97％の達成率でございます。全国平均が約70％ということですので、それを上回

る達成率になっているということでございます。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） 97％ということで、ほぼ作成されてきているということだと思いますので、御努力され

たのだなということがよくわかります。今後作成された計画については、どのようなタイミングで見直しをし

ていくのか伺います。 

○障害福祉課長（小川則之君） サービス利用計画の期間については、支給されているサービスの決定期間に合

わせて行っておりますので、在宅の方についてはおおむね１年間の中で、その間に６カ月目でモニタリングと
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いうのを行います。12カ月目で再度サービス利用計画の作成を行うと、そういうような流れになっております。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） 一度決めたサービスが本当に必要なものなのか、その方に合ったサービスなのかという

のが、やはり見直しをしていくということが、私は非常に大切だと思います。また、そういった機会に合わせ

て日ごろの悩みなども聞きながら、サービスに続けていくことが大事なんだろうと考えますので、引き続き丁

寧な対応をお願いしたいと思います。 

  それでは、もう１点のほうの相談支援事業についてお伺いします。 

  障害者の方の相談支援事業について、相談窓口など市では、どのようなところが幾つかあると思いますけど、

どういった窓口があるか教えてください。 

○障害福祉課長（小川則之君） 相談支援の体制ですけれども、市内には障害者手帳をお持ちの方、身体、知的、

精神の方が約3,800名おります。そのほかに、難病や精神疾患の方で医療費助成を受けている方等もいます。

これらの方を対象に、一つは市の障害福祉課で相談を受けております。身体、知的障害者については、障害福

祉係、それから精神や難病については相談支援係で職員が相談を受けております。それにあわせて、平成23年

度から就労支援室が設けられましたので、就労に特化した相談については、そちらのほうでもお受けしており

ます。 

  ２番目に、精神障害者を対象とした地域生活支援センターウエルカムというものがございます。そちらのほ

うで地域活動支援と相談支援をあわせて行っております。こちらについては、社会福祉協議会のほうへ委託し

て実施しております。 

  ３番目に、身体障害者・知的障害者相談員という制度がございます。こちらのほうは、障害当事者、あるい

は保護者の方に委託をして、現在７名の方が電話等での相談に当たっているということでございます。それに

あわせて、先ほどのサービス利用計画作成の事業所でも相談を受けるというようなことになっております。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） さまざまな窓口があるのだなというのは理解しました。それで、日々のちょっとした悩

みなどを相談したいとき、例えばこれからサービスを受けようとか、あとは障害の認定をこれから受けようと

かといったような大きな相談ではなく、日々の細かいような相談について、私のところにもいろいろ相談に来

られる方がいるんですが、そういう方の話を聞くと、なかなか市のほうにも相談しづらいのか、そういったよ

うな状況が伺えるんですね。精神の方については、ウエルカムというところで丁寧な相談事業なども行われて

いるようですが、身体と知的の障害の方に関しては、このほかにも市で直接行っているということではないか

と思いますけれども、自立支援協議会というところで行っている相談事業があると思いますけれども、こちら

について、昨年度の相談実績、あるいはそれ以前の実績について、ちょっとお伺いしたいのですが、そのあた

りは把握をされているでしょうか。 

○障害福祉課長（小川則之君） 今議員からありました地域自立支援協議会の相談窓口についてでございますが、

地域自立支援協議会の協議事項として、相談支援事業の運営に関することということを掲げております。議員

おっしゃったように、市内には現状では精神障害者における地域生活支援センターがございますが、身体、知

的障害者については、それに相当するような場がないというようなこともありまして、協議会の委員の発案に

より、協議会委員の有志が相談員となって、週に１回予約制でございますが、社会福祉協議会の場をお借りし

て実施しております。平成23年11月から開始をしましたが、23年度においては５件程度、24年度に８件程度の
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新規の相談がありました。25、26年については、新規というような相談はないというような状況でございます。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） せっかく、そのようにやっていただいても、相談が昨年度も相談件数がなかったという、

新規の方はなかったということなんですが、そのあたりについては、相談することがないというふうに捉えて

いるのか。それとも何かほかの理由があって、余り相談がないのかというか、そのあたりについて、どのよう

に市は認識していますでしょうか。 

○障害福祉課長（小川則之君） 相談件数が新規がないということにつきましては、そのことを含めて、その要

因を含めて検討、検証をしていきたいということで、相談窓口の活動を尐し工夫するような形で、待っている

だけでは、なかなか相談ないんじゃないかということで、平成25年度からアウトリーチ活動ということで、市

内の作業所等へ出向いて、実際に障害のある方の御意見を聞く等の活動をしております。そういう形で、相談

しやすい体制づくりですとか、こちらから出向いていくような活動というのも必要ではないかというふうに考

えております。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） さまざま工夫はされているのではないかなと思いますけれども、私が聞いたお話では、

例えば先ほど御紹介いただきました相談員制度、知的障害者相談員さんとか、身体障害者相談員さんというの

は７名いらっしゃるということだったんですが、こういった方も当事者であったり、保護者であったりという

ことで、身近なことで同じような状況で、よく理解をされている方が相談に乗ってくださるという安心感はあ

る一方で、やはり相談を受ける方が自分の知り合いだったり、あるいは身近な人だったりということだと、な

かなか相談をしにくいという声が私のほうに寄せられているんですね。私は、この相談事業というのは、やは

り専門家の方がしっかりと対応していくべきだと考えていますけれども、せっかく自立支援協議会さんで行っ

ていただいているのもいいんですけれども、今度総合福祉センターができたときには、支援センターとしての

機能が入るのでしょうか。それで、相談に関しては、専門家の方が当たるというようになるのか、そのあたり

を教えてください。 

○障害福祉課長（小川則之君） 総合福祉センターでの相談支援事業についてでございます。 

  総合福祉センターの基本計画におきましては、現在みのり福祉園において身体障害者を対象とした創作活動

や機能訓練等を行っております。こちらは、地域活動支援センターⅡ型という事業でございます。総合福祉セ

ンターでは、これらの事業に加えまして、相談支援、権利擁護、普及啓発、地域のネットワーク構築等も行う

地域活動支援センターⅠ型というような事業を実施するというふうに予定しております。身体障害者、知的障

害者にとっての現在の精神障害者地域生活支援センターに相当するような場というような形で想定をしており

ます。 

  職員につきましては、そのような事業を行うために専門的な職員を配置するというようなことが、国の基準

のほうで定められておりますので、それに沿った職員というようなことを想定しております。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） では、総合福祉センターの中では専門家の方が対応するような体制になっていくという

ことがわかりましたので、そういった相談と、あとはピアカウンセリングというか、当事者同士の中でのちょ

っとした話をできる場というのも、私は両方必要なんではないかと思いますので、ぜひそういった形で進めて

いっていただきたいと思います。 
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  ちょっと先に行きまして、次に総合福祉センターについて、尐しお伺いしたいんですが、工期が延びたとい

うことで、開設の時期はいつになるのか確認をさせてください。 

○福祉部長（吉沢寿子君） （仮称）東大和市総合福祉センターにつきましては、現在工事着工しているところ

でございますが、開設につきましては、以前にも議員の皆様には情報提供させていただいておりますが、来年、

平成28年の秋ごろを予定しているところでございます。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） 日にちまでは、まだ決まってないというような状況なのかなと思います。 

  それで、職員配置のことについてなんですが、先ほど市長の答弁では事業者のほうで募集をしていくという

ことだったと思いますけれども、実際の開設をされた後の配置については、そのように理解していますけれど

も、開設前の準備段階として、もう来年の秋ということは、あと１年ちょっとということだと思いますけれど

も、それまでにいろいろ準備をしていかなければならないと思います。市の実施計画の中でも、業務準備委託

として3,030万円計上されていたかと思いますけれども、それにはやはり人件費というのが入っているのかと

思いますけれども、そういったところから、その3,030万円というのを、どのように試算をして、どういった

方が職員として開設までの間に配置されていくのか。そういったところは、まだ決まっていないのでしょうか。

今の現状を教えてください。 

○みのり福祉園長（石川伸治君） 今御質問がありました総合福祉センター移行までの引き継ぎの間の職員配置

等でございますけれども、内訳としまして施設管理関係の職員、それと生活介護事業関係の職員、それと就労

継続支援Ｂ型関係の職員、あるいは地域活動支援センターの関係の職員を配置するということになっておりま

す。それで、配置される職員の人数等につきましてでございますけれども、利用者の高齢化等や、あるいは利

用者の増加等が考えられますので、変わることも想定されております。どれくらいの職員を、どの時期に配置

するかについては、今後事業実施者と調整をしていきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） 今みのり福祉園の園長さんがお答えいただいたんですが、開設準備として、そういった

方が配置されるというのは、みのり福祉園のほうに配置されるというふうに理解してよろしいでしょうか。 

○みのり福祉園長（石川伸治君） みのり福祉園のほうに配置されるということで御理解いただきます。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） それで、開設時期が現在より半年延びるということで、業務準備委託費というのは、今

年度だったと思いますけれども、この3,030万円というのは、来年の秋までの費用として考えてよいでしょう

か。 

  それから、もう１点、同様に実施計画の中には来年度の運営費として１億6,760万円計上されていますけれ

ども、来年度の運営費は半年減るということで、その半額というふうに理解してよろしいでしょうか。 

○みのり福祉園長（石川伸治君） みのり福祉園の引き継ぎ委託の関係でございますが、開設時期に合わせて業

務の引き継ぎを行っていくということを想定しておりますので、開設時期がおくれるということで、平成27年、

あと平成28年度と予算の振り分けを行っていく予定でございます。その振り分けにつきましては、今後事業実

施者と調整をしていきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） それから、これは開設してからですが、事業実施者のほうが職員を募集していくという
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ことなんですが、その中に市の職員、あるいは市の職員で退職された方が派遣というような形で勤務するとい

うことは考えているでしょうか。 

○福祉部長（吉沢寿子君） 総合福祉センター、正式に建物が建って事業実施者のほうの法人で運営することに

なった場合には、現在の市の職員が行くということは全く考えてないということでございます。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） わかりました。 

  それから、引き継ぎをしていくということなんですが、みのり福祉園の方から利用者さんがセンターのほう

に移られる方は、今までの様子なども引き継がれていくと思いますけども、そういった面接など、これから行

っていくようになると思いますけれども、いつごろどういった方が、そういった面接に当たるのかを教えてく

ださい。今度新しく引き継ぎの準備として配置される方が面接を行っていくのか、それとも今までのみのり福

祉園の方が職員さんが、その面接に当たられるのか、そういったところを教えてください。 

○みのり福祉園長（石川伸治君） まずですね、事業実施者のほうからは適切に対応できる職員を配置して、保

護者等のヒアリングを予定しているというふうに聞いております。時期につきましては、具体的に引き継ぎの

時期が決まった段階で再度調整をしていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） まだ引き継ぎの時期も決まっていないというところで、これ以上具体的なことはわから

ないと思いますので、今までのところは理解をさせていただきました。 

  それから、もう１点、職員配置のことで事業実施者の方が募集をしていくというのはわかるんですが、１点

ちょっと気になるところがありまして、事業の内容によって職員さんの配置というのは人数ですとか、決まっ

てくると思いますけれども、この総合福祉センターの事業の中で独自事業として自立訓練というところが入っ

ているかと思いますけれども、そこの部分については、どのような方が対象になって、どのような方が入るの

かということによって、やはり職員さんの人数も変わってくると思いますし、一番のあれは職員さんが人数に

よって、利用者のほうが制限されてしまうことが私は一番困ると思いますので、そのあたりちょっとわからな

いので、自立訓練に関して、どのような方が入る、入所する対象となっているのか教えてください。 

○障害福祉課長（小川則之君） 自立訓練についてでございますが、こちらのほうは事業実施者の提案により行

う事業であります。国の規定によりますと、対象者は入所施設や病院を退所、退院した者であって、地域生活

移行のために生活能力の維持向上に支援が必要な者、あるいは特別支援学校卒業生等であって、地域生活を営

むために支援が必要な者ということで、主な対象として知的障害、または精神障害のある者というふうにされ

ております。 

  以上です。 

○議長（関田正民君） ここで、午後１時30分まで休憩いたします。 

午前１１時５０分 休憩 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

午後 １時３０分 開議 

○議長（関田正民君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

○４番（実川圭子君） では、引き続きよろしくお願いします。 

  午前中の最後には、総合福祉センターの中の障害福祉のほうのサービスで独自事業で自立訓練のところの対
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象者についてお伺いしました。職員の配置によって、入所される方が限定されないかという趣旨でお伺いして

いるのですが、そのあたりのことでもう尐しお聞きしたいのですが、自立訓練のすぐ隣に短期入所という場所

が、部屋が設けられているんですが、これは市のほうの基本計画にあった事業だと思いますけれども、そこに

はどういった方が利用できて、そこに対応する職員の方は自立訓練の方と同じ方が対応するのか、それとも別

にまたそこは職員が分かれるのか、そのあたりをお聞きします。 

○障害福祉課長（小川則之君） 総合福祉センターの短期入所についてでございます。 

  短期入所につきましては、総合福祉センターで２床用意をしていただくということになっております。対象

としては、主に身体障害、知的障害の方を想定しております。職員の配置につきましては、ここは事業実施者

のほうで検討するということになりますが、国の基準で申し上げますと、総合福祉センターの短期入所が単独

型というものになります。単独型で、例えば生活介護の事業所と併設する場合には、生活介護プラス短期入所

の人数で必要な職員数を配置するというような規定がございます。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） 身体の方も対象ということで、自立訓練とは別に職員のほうも配置されていくというこ

となのかと思いますけれども、もう一度ちょっとお願いします。 

○障害福祉課長（小川則之君） 先ほど申し上げました国の基準でございますので、実際にどのような職員と兼

務させるか、あるいは専任の職員を置くかという部分については、事業実施者のほうで考えるということにな

ります。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） そのあたり、本当に事業者のほうが行っていくということですけれども、本当に人材に

関しては、確保していくことが本当に大変だと思いますけれども、十分に確保して進めていってもらうことを

期待します。職員の配置によって、きょうは担当の職員がいないから利用できないというようなことがないよ

うに、利用制限がされることがないようにお願いしたいと思います。 

  それから、ちょっと職員の配置とは若干違うかもしれないんですけれども、医療機関との連携というのは、

どのように考えているのか教えてください。 

○障害福祉課長（小川則之君） 医療機関につきましては、指定障害福祉サービスにおいては協力医療機関とい

うものを設けることとしております。また、現在みのり福祉園で行っております生活介護において、医療的な

ケアが必要な方も受け入れるというようなことで、それに対応した人員配置をしていただくというようなこと

を想定しております。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） みのり福祉園のほうは嘱託医という方がいらっしゃるようなんですが、そのような形に

なるのでしょうか。 

○福祉部長（吉沢寿子君） 現在みのり福祉園におきましては、市の公設の施設ということで、嘱託医を定めて

医師会のほうから先生にお願いをしているというところでございますが、今課長のほうから御答弁もさせてい

ただきましたけれども、障害福祉サービスの運営基準にのっとって、協力医療機関を定めるということになっ

ておりますので、これから東大和市医師会とか、それから近隣の東大和病院等を初めとした医療機関とお話し

合いを進める中で、そういったことも事業所のほうで考えていくということになろうかと考えております。 

  以上です。 
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○４番（実川圭子君） わかりました。 

  では、次の多目的集会室の利用について、お伺いします。 

  総合福祉センターの基本計画のほうでは、この多目的集会室のことについて、障害者団体はもとより地域の

方も使用できる集会施設を整備するとありまして、その中に視聴覚室や和室の設置などと記載があったり、可

動式のパーテーションの活用により多様な使い方ができるように整備するというふうに出ているのですが、基

本設計のほうでは、設計図のほうを見ると２階にある１部屋というようなことなんだろうと思いますけれども、

その和室についてやパーテーションについては、どのようになっているのか教えてください。 

○障害福祉課長（小川則之君） 総合福祉センターの多目的集会室についてでございます。 

  ２階に多目的集会室ということで、約102平米の場所が設計上ございます。そちらのほうにつきましては、

可動式の間仕切りを設けて、複数の団体が同時に利用できるような配慮をするというような設計であるという

ふうなことを、実施事業者のほうから伺っております。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） それでは、ここで行われる内容としては、基本計画のほうではかるがも相談や健康相談、

それから介護予防事業なども行っていき、また最初の市長の答弁でも地域の方も利用できるようにしていくと

いうふうにおっしゃっていました。この一つの部屋で障害者団体の方も利用し、そういった地域の方も利用す

るということで、障害者団体の方で現在のぞみ集会所というところを利用している方々が、この総合福祉セン

ターができたら、ここの場所、この多目的集会室を使っていくようなことを言われているというように聞いて

います。また、のぞみ集会所については、このセンターができたら取り壊しをしていくというような説明があ

ったというふうに聞いておりますけれども、のぞみ集会所のほうで今現在障害者団体の方が、どの程度その集

会所を使っているか、稼働率などわかりましたら教えてください。 

○障害福祉課長（小川則之君） のぞみ集会所の利用の実績でございます。 

  平成25年度は５団体、年間で53回、平成26年度は４団体、利用回数で59回ということになっております。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） 53回とか、59回というと、週に１回から２回程度の利用率だと思いますけれども、そう

いった方が今度この福祉センターのほうに、そこの場所を使うときに十分今までのように使えないんじゃない

かというような御心配をされているんですけれども、障害者団体の方がこの多目的集会室を優先的に利用する

ようなことはできないでしょうか。最初の市長答弁では、これから使用方法について、事業者とも規定のよう

なものをつくっていくようなことをおっしゃっていましたけれども、優先利用というのを、そこに入れていっ

ていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○福祉部長（吉沢寿子君） のぞみ集会所の機能が総合福祉センターのほうに移るということになりますので、

今後の利用方法等につきましては、事業実施者と話し合いを進めてまいりたいと考えておりますけれども、の

ぞみ集会所の機能が移設するというような観点から、障害者団体などへの一定の配慮、例えば予約の方法とか、

使用料などについても、何らかの配慮をしていくというようなことは必要であるというふうには考えておりま

す。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） やはり、今まで使っていたところが使えなくなるということで、同じように使える場所

を望んでいるんだと思いますけれども、もしそのことが保障されなければ、移転先が保障されてないのに、今
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まで使っていたところを解体するというのは、やはりちょっと酷な話だと思いますので、そのあたりは十分に

利用している方々の御意見も伺って、対応していっていただきたいと思います。もし、そのセンターの中で十

分な対応ができないようであれば、やはりのぞみ集会所を残すとか、あるいは今後みのり福祉園の跡地の利用

なども検討されると思いますけれども、そういったところの利用などもしっかり検討していっていただきたい

と思います。先日、市長のほうにも要望がこのことについては上がっていると思いますので、ぜひ障害者団体

の方や当事者の方を含めて、しっかり検討していっていただきたいと思います。 

  それでは、次の周辺住民との関係についてというところなんですが、こちらのほうは総合福祉センターのこ

とで、工期もかなりおくれたこともあり、周辺の住民の方は非常に心配をされたりとか、関心が高いことにな

っているかと思います。周辺の住民の方もそうですけれども、同時にやはり総合福祉センターということで、

全市民の方が利用できる福祉の拠点ということもありますので、やはりさまざまなことを今どういう状況にな

っているかというのは、多くの市民の方にも知らせていく必要がありますし、関心を集めていくことを必要で

はないかと私は考えております。しかし、この総合福祉センターの事業に関して、これまでも一部の方だけに

何か説明があったりとか、あとはある団体の方と覚書を交わしたということを私は市民の方から、どうなって

いるんだというふうに問われまして、そのことに関して、私も認識をしていなかったので、どういうことにな

っているんだろうと思いまして、ちょっと今回取り上げさせていただいているんですが、そういった一部の方

と覚書を交わしたり、そういったことで市民の方からも、どうしてその人たちだけの声を聞くのかという、不

公平の感を抱いている方もいらっしゃるんですね。 

  私、前回の３月の議会でも、この総合福祉センターのことについては取り上げまして、情報公開をしっかり

してほしいというふうに申し上げたところだったんですが、その後にそういった覚書を交わすというようなこ

とを知ったので、またここでお伺いしたいんですが、その中には総合福祉センターの名称についても書かれて

いたということなんですが、その点だけでも、どのような内容だったか教えてください。 

○福祉部長（吉沢寿子君） まず、覚書の関係でございますけれども、これにつきましては、近隣のさまざま幾

つかのマンション管理組合の皆様とは、平成25年度からずっと話し合いを重ねさせていただいた中で、それぞ

れのマンション管理組合の皆様といろいろと協議を重ねさせていただいた中で、あるマンションと覚書を締結

させていただいたということでございます。ただいま議員のほうからお話がありました名称の関係でございま

すが、その覚書の中では、今（仮称）東大和市総合福祉センターというふうになっておりますけれども、この

センターが東大和市の地域福祉の重要な施設として位置づけられるということから、名称に東大和市という冠

をきちんとつけてほしいというような内容でございました。当然、私どもといたしましては、これまで例えば

民設民営の施設であっても、市の事業を委託して同様の事業、似たような事業を実施しているものにつきまし

ては、東大和市という冠を全てつけております。例えば申し上げますと、東大和市高齢者ほっと支援センター

というのは、それぞれ民設民営の全て施設、清原だけは指定管理でやっておりますけれども――でございます

が、そちらについても全て東大和市というような冠をつけさせていただいておりますので、そういったことで

同じような形で、名称に東大和市という名前をつけるということでのお話は、マンション管理組合の方々とも

させていただいて、それを覚書の中でもきちんとお互いに、事業実施者も踏まえてということで、３者で名称

の関係は取り交わしたということでございます。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） そのように説明を伺えば、そうかなというふうに納得もしますけれども、その内容がき
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ちんと説明されないで、覚書だけを交わして、名称はそこの方と何か決めたらしいよということが、うわさで

流れていくと、何で一部の方だけの言うことだけを聞いて決めたんだというような話にもなっていってしまい

ます。私は、こういうやり方は本当に賛成できませんけれども、尐なくともやはりそういうことがあったとい

うことは、きちんと説明をされるべきだと思いますので、今後さまざまなところで、またこのようなことがあ

った場合には、こういうことがあったんだというような説明は、やはりしっかりしていっていただきたいと思

います。 

  それから、総合福祉センターについては、ほかにもさまざまな質問や要望などが周辺の住民の方から、私の

ほうにもどうなっているんだということで寄せられてくるんですけれども、工事に関しては、今多分事務所が

近くにできているので、そういったところに問い合わせるような窓口ができていると思いますけれども、運営

に対する対応の窓口や、開設までの間のそういった窓口は市のほうか、あるいは事業者のほうでつくっていっ

ていただきたいんですけど、これはまだできてないと思いますけれども、そういったものを早急につくってい

ただきたいんですけども、予定としては、どのようになっていますでしょうか。 

○福祉部長（吉沢寿子君） まだ、時期としていつというふうな明言はちょっと申し上げられませんけれども、

引き継ぎ業務をこれから実施していく中で、事業実施者のほうの職員と私どものほうで、そういった運営に関

することの引き継ぎもしていく中で、皆様のいろいろな御質問等にも対応していきたいというふうに考えてお

ります。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） はっきりとわかるように、地域の方も問い合わせられるように、あるいは利用したい方

からも問い合わせができるように、きちんと開設窓口みたいな形で周知していただけると助かりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

  それでは、次の福祉オンブズマンについて移りたいと思います。 

  今回、障害福祉のことについて、最初に相談支援のことですとか、あるいはさまざまお伺いしてきましたけ

れども、やはり障害福祉に限らないんですけれども、福祉サービスなどについて不満や苦情を言うことを遠慮

してしまったり、あるいは窓口がどこにあるかなどわからないというような形で、結果として我慢してしまう

ような方がいらっしゃると思います。そういったときに、やはり専門的なアドバイスや第三者からの的確なア

ドバイスや働きかけが、特にこの福祉分野では必要になると思います。他市でも、福祉オンブズマンという制

度をつくっているところも見られまして、私もこの当市でも福祉オンブズマンの制度を、ぜひ取り入れていた

だきたいなというふうに思いまして、お尋ねするのですが、現在はあんしん東大和というところで、そういっ

た苦情などを受け付けていると思いますけれども、それを受け付けた後に、どのように対応しているというか、

例えば苦情があったら、もうその事業所まで行って調査をしたりとか、改善の勧告や申し入れをしたりとかと

いう、どのあたりまで対応しているのか教えてください。 

○福祉推進課長（尾又斉夫君） 社協でやってございますあんしん東大和、こちらに対しまして、後のフォロー

ですね、そういった内容についてでございますが、苦情の申し立てがございましたら、そこにあんしん東大和、

こちらの職員が入りまして、また事業所に申し入れ、または勧告など行うというような内容でございます。 

○４番（実川圭子君） 対応は職員の方が対応されているということでしょうか。ほかの市などを見ますと、弁

護士さんですとか、あるいは福祉事務所など退職された方ですとか、そういった専門的な対応される方が担当

されているようなんですが、職員の方が対応しているということでよろしいでしょうか。 
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○福祉部長（吉沢寿子君） 今議員のほうからお話しいただきました、それだけでは解決できないような場合に

は、いわゆる第三者委員という方がいらっしゃいまして、それは弁護士や司法書士の方でございますけれども、

そういった方々が行政や事業者から独立した中立公正な立場で相談者の方への助言とか、苦情解決に向けた仲

介、そういったものを行っていくということでございます。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） では、制度としては同じような形でなされているのかと思いますので、ぜひこういった

ことがあるんだということを周知していっていただきたいというふうに思います。よろしくお願いします。 

  では、次の項目に移りたいと思います。 

  介護家族の支援についてということなんですが、こちらのほうはこの事件について取り上げさせていただき

ましたけれども、実はこの事件が起きる直前に私は昨年の12月の質問の中で、介護家族についての支援という

か、ケアなどを進めてほしいというような質問をした直後でしたので、非常にショックを受けました。今回こ

の質問は、ここの議場の中でこの中身の状況を詳しく知りたいということではなくて、こういったことがあっ

た後に、市としては、どのように対処していったのかということをお伺いしたかったんですね。私は市の制度

で救うことができなかった、この方こそが被害者であるというふうに思います。そして、これは単なる個人の

問題ではなくて、第２、第３の方が出ないように救っていくのが市の役目だと思ってお尋ねしているのですが、

市の見解をお伺いします。 

○福祉部長（吉沢寿子君） この事件に関しましては、先ほど市長からも哀悼の意をあらわしていただいたとこ

ろでございますけれども、大変本当に痛ましい事件でございました。一般的なことで申し上げさせていただき

ますが、やはり議員がおっしゃったように、介護者をこれからはどう支えていくかというのが、一番大事にな

ってくるだろうというふうに考えております。市といたしましては、さまざまな相談、支援機関というのを設

置しておりまして、それ以外にも大きな輪とか、見守り声かけ活動とか、そういったものできめ細かく対応す

るというような体制で取り組んできたところでございますが、残念ながらあのような事件が起きたということ

は、大変残念に思いますし、当市で二度とああいった事件は起きないように、しっかりした対応を考えていか

なければいけないというふうには考えております。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） 私も本当に、市長の答弁でも孤立させない環境づくりというお話がありましたけれども、

本当にこれからしっかり対応していく課題の一つではないかなというふうに考えています。判決が出た翌日の

新聞の記事に、これは社協の方のコメントなんですが、各地で話し合いの場を開いている、出てくれていたら

違ったかもしれないというコメントが出ていたのですが、私はこのコメントについて、非常に残念な思いをし

たんですね。というのは、各地でいろいろな話し合いの場を開いているけれども、出ていかなかったのは、そ

の人が悪かったじゃないかというようなふうにも捉えられかねないコメントだと思いまして、非常に残念だな

と思ったんですが、今福祉部長もおっしゃいましたように、いろいろな場を、これまでも市は設けてくれてい

ると思いますけれども、やはりそこに出ていかなければ、そのサービスは受けられないわけですから、そうい

ったところを、これからどうしていくかということを考えていかなければならないと思います。 

  御高齢になって、御自身にも余力がなかったりとか、あるいはよくありがちなんですけれども、介護してい

ることを人に知られたくないという方が、まだまだ多くいるんではないかなと思います。うまく、そういった

サービスを受けようということができなかったりとか、相談をする、話し合いの場に行くことができないで、
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１人抱えている方がたくさんおられると思います。そういった方への対応は、どのように考えていますでしょ

うか。 

○福祉部参事（尾崎淑人君） 何らかの理由で介護サービスが受けられないといったような場合ですけれども、

今やはり一つの例としては、当市で全市をクリアしている高齢者見守りぼっくす、この中では名簿に基づいて

行く場合もございますし、あるいは民生委員様、自治会、社会福祉協議会の見守り声かけ活動、あるいは地域

の自主グループからの情報提供等によって、戸別訪問をしたり、あるいは見守りをしたりということで、見守

りをやっております。そういう中で、介護サービスが受けられない、あるいは受けることを拒否していると、

こういう事例が出た場合には、ほっと支援センターであるとか、あるいは市につないでいただいて対応できる

ようにしていきたいというふうには考えてございます。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） 高齢者ほっと支援センターというのが、私はそういった相談の拠点にもっともっとなっ

てほしいなというふうに思うんですけれども、市のホームページの高齢者ほっと支援センターというところを

開きますと、65歳以上の在宅の高齢者及びその家族の方などのさまざまな相談に応じ云々と書いてあるんです

が、この先頭に65歳以上と書いてあるんですね。今回取り上げたというか、今回の事件の方は若年性というこ

ともあって50代の方でした。このあたりは、本当に制度のはざまになってしまっているんではないかというふ

うに考えますが、そのあたりについて、市はどういうふうに対応していきますでしょうか。 

○福祉部参事（尾崎淑人君） 高齢者の方、65歳以上ということが介護サービスを基本的に受けられるという被

保険者でございますけれども、65歳未満であっても12疾病というのがございますけれども、それに該当すれば

介護サービスが受けられると。そういう場合から漏れたということになれば、ほっと支援センターの65という

ところにはならないわけですけれども、例えば一般的な社会福祉のようなサービスであるとか、もちろん市の

ほうにも今生活困窮ですけれども、いろいろな介護サービスの相談も受けてございますので、そういうところ

で何とかはざまに落ちないというところは必要でございますので、そんな対応をしていきたいというふうに考

えてございます。 

○４番（実川圭子君） 本当に、ここですぐに、これが一番の解決策だということは特効薬はないことだと思い

ますので、本当に事情も一人一人違うと思いますので、丁寧な対応が必要になってくるのではないかと思いま

す。 

  次の相談体制についてというところなんですが、さまざまなところが先ほども言いましたように、場所はあ

っても、そこに行けない人なども多いかと思いますけれども、そういった方で例えば電話とか、メールなどで

相談できるような体制は市ではあるのでしょうか。 

○福祉部長（吉沢寿子君） お電話やメールをいただければ、私どものほうの市のほう、あるいはほっと支援セ

ンターなどで対応は、これまでもしておりますので、そういったところでお電話とか、メールというようなこ

とでのお問い合わせ等、御相談というのも、今後もそういったことがあればお引き受けはしていくというふう

に考えております。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） 本当に使えることは、なるべくいろいろ使って情報も提供し、そして相談も気軽に相談

できるような体制をさまざまつくっていく必要があるのではないかというふうに考えます。 

  次の情報提供やグループで話す機会の提供ということなんですが、情報というのは、やはり置いてあって、
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どうぞ持っていってくださいということでは、届かなければ意味がありませんので、その方にきちんと届く、

手渡せるようにして共用することが大切なんだと思いますけれども、そういった話し合いの場ですとか、そう

いうところに誘い出したりというか、一緒に行きましょうとか、そういったような対応もできればつながって

いくというか、そういうことになるかと思います。何か、そういった具体的な方策というか、そういったこと

でやられていることがありましたら教えてください。特に、ほっと支援センターなどで、例えばお茶会を開い

たりとか、ミニ講座をやったりとかして、そこに人をきょう来てみないというような声をかけるというような

工夫の余地はあると思いますけれども、そういったことでほっと支援センターで対応しているようなことがあ

れば教えてください。 

○福祉部参事（尾崎淑人君） 情報提供でございます。 

  市内には今２つの家族介護者の会がございますけれども、この活動につきましては、活動状況を市報に載せ

て、市民の方に情報提供しているところでございます。また、ほっと支援センターにおきましては、家族介護

者の会に参加をいたしまして、交流を図りながら、どんな支援ができるかというところを、今考えたり、模索

しているというところが現状でございます。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） 例えば介護サービスを受けている方でしたら、ケアマネさんとかが対応していると思い

ますので、そういう方からそういう家族の会もあるから参加してみてはいかがですかとか、そういったような

声かけがあればいいのかなというふうに私は思います。本当に、先ほども言いましたけれども、これをすれば

大丈夫というようなことはないと思いますので、これからもさまざま工夫して、できるだけ１人で抱え込まな

いというようなことを考えながら進めていっていただきたいと思います。また、今後の地域包括ケアシステム

なんかも、こういったことも問題も含めて、構築していっていただきたいと思います。 

  それでは、具体策の最後のウの介護中の車の駐車についてというところなんですが、こちらのほうは私がこ

ういったことを介護のことなど取り上げて話をしていましたら、ある方からこういうことがあったということ

で、お話をいただいたんですが、在宅介護している家族の方で、介護中に自宅に帰ってちょっと急いで、その

方を家に連れて入って、ゆっくり車庫に入れようと思っている間に、自宅に一度その方を入れて、それから外

に出てきたら、もう駐車違反の切符を切られていたということで、多尐移動に時間がかかる方もいらっしゃい

ますし、緊急の場合もあるので、そういったところには配慮してほしいというふうなことでした。現在は訪問

の介護の方には、そういった許可証などもあるようなんですが、また例えば障害者の方のほうも多分そういっ

た駐車禁止の免除の許可などもあるかと思いますけれども、そういった許可証などは、どのような申請をする

のか、ちょっと簡単に教えてください。 

○障害福祉課長（小川則之君） 障害者に係る駐車禁止除外の制度でございますが、こちらのほうは警視庁の交

通部のほうで取り扱いをしておりまして、身体障害者、それから愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳等の等級

に応じまして、比較的重い障害の方について、この標章を発行するというようなことになっております。申請

につきましては、警察署のほうで必要な書類を整えていただいて、申請をいただいて、それに基づいて障害の

ある方本人に対して、証が発行され、駐車禁止の場所で、その標章を表示しておけば一定期間、一定の時間に

ついて、駐車ができると、そういうような制度でございます。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） 福祉のほうでは、入所から在宅へということで、在宅介護を進めているわけなんですけ
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れども、そういったときにやはり介護をされている御家族の方というのは、やはりそれなりに負担が起きてし

まいますけれども、そういったことを尐しでも軽減するようなことに、こういった許可証があればなるのでは

ないかなというふうに私は考えます。最初の市長の御答弁でも、警察のほうに聞いたら、現在はしていないと

いうような御答弁だったと思いますけれども、できないということではなくて、していないという御答弁だっ

たと思いますので、ぜひこういったことも要望を上げて、在宅介護をされている方の御負担が尐しでも減るよ

うに、検討していただきたいと思います。これは、今後の課題として問題提起とさせていただきますので、ぜ

ひ御検討いただいて、警察のほうに要望など上げていただきたいと思います。 

  以上で、介護家族の支援につきましては終わりにしたいと思います。 

  それでは、次に３点目の日本一子育てしやすいまちづくりについて、こちらをお伺いします。 

  時間もありますので、私が考えているようなところをお伺いしていきたいと思います。 

  昨日の根岸議員のほうの御答弁の中でも、市長の進める子育てしやすいまちづくりというのが随分わかりま

した。昨日の御答弁の中で、具体的な方策を幾つか上げておられて、待機児の減尐ですとか、本当にさまざま

進んできているなというのは私も実感しているところです。その中で、私が今回ぜひこちらのほうに力を入れ

ていただきたいというふうに感じているところは、昨日の御答弁の中でも集える環境、情報発信、仲間づくり、

地域の活性化というような御答弁がありましたけれども、そのあたりを充実させていただきたいと思いまして、

質問をさせていただきます。 

  例えば市の中では児童館というのがありますけれども、親子で遊びに行ったら、遊びに行った親子だけで遊

んでいるというふうな姿が見られるんですね。せっかく行っても、親子２人だけでぽつんと遊んで、また帰っ

ていくということでは、場所があっても行った親子も、どうなのかなというふうに思います。その親子の方が

何を求めて児童館に来たのか。そういったことを察知して対応する必要があるのではないかというふうに思い

ます。私としては、やはり遊びに来た親子が何人かいたら、そこの子供同士が遊べたりとか、親同士が情報交

換したり、そういったことがつながりが持てると、来てよかったなとか、一緒に子育てしている仲間ができて

よかったなというふうに感じるのではないかと思います。そういったことで、孤立しない子育てというのがで

きてくると思います。場所があっても、そういったつながりがなければ、やはり行っても充実感を味わえない

のではないかと思います。そういった人と人とがつながりを持てるような支援というのが、一番大切だと考え

ます。子育ての中で、孤立しないように、これも昨日もそういったようなお話もあったと思いますけれども、

つながりを持てるような施策というのは、どのようなものを考えているか教えてください。 

○子育て支援課長（髙橋宏之君） 子育て世帯を孤立化させないための施策についてでございます。 

  核家族世帯が増加いたしまして、身近に育児について相談できる身内がなく、不安や悩み事を抱えている子

育て世帯がふえております。そして、こんな子育て世帯を孤立させないため、切れ目のない相談や支援が必要

であるというふうに考えております。現在は、乳幼児のいる家庭では保健センターの保健師等が妊娠から乳幼

児期の健診や相談を行っております。また、必要によって家族の問題や相談事を子ども家庭支援センターのほ

うにつなげまして、継続的な相談や支援を行っているところでございます。 

  また、孤立化を防ぐために、子ども家庭支援センターや保育園等では子育て世代が集える場所といたしまし

て、子育てひろばの会合やイベントの開催、また子育て講座などを実施しております。ぜひとも参加をしてい

ただいて、仲間づくりをしていただきたいというふうに考えているところでございます。 

  以上でございます。 
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○４番（実川圭子君） 今お話にありました最初にお子さんが生まれて、最初に市のほうに足を運ぶというのが、

やはり保健センターだと思うんですね。保健センターに、さまざまなそういった情報が提供できれば、保健セ

ンターで提供できれば、ここも行ってみようかなとか、こういうこともあるんだ。例えば広場ですとか、子ど

も支援センターがあるだとか、あとは公民館や児童館でも、さまざまなイベントなどもやっていますので、サ

ークルなどもありますので、そういったいろんな情報がそれぞれに今あると思うんですけれども、そういった

情報を、まずはまとめてほしいということと、それを一番最初の入り口である保健センターで情報提供をする

ことができないかと思うのですが、いかがでしょうか。 

○健康課長（志村明子君） 保健センターで発信している子育て関係の情報でございますけれども、現在は各乳

幼児健診などにお母様とお子様がいらしたときに、お子様の発育、発達の目安や育児のポイントなどについて

の冊子を直接配布いたしております。議員がおっしゃったように、各児童館や市内で行われているイベントに

つきましては、保健センターの中にありますパンフレットケースのほうに常駐して置かせていただいたり、も

しくは保健センターの中にありますビジョン等で広告等も含め流させていただいているところでございます。

また現在子育て応援事業といたしまして、子育てアプリの導入に向けて調整をしているところでございます。

これは、予防接種や健診などのお知らせを登録していただいた方にメールで配信するような、そういったもの

を考えて検討しているところでございます。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） 保健センターでも、いろいろやっていただいているようなんですが、本当にいろんなと

ころでやっていて、それを情報として一つにまとめて伝えられないかなというふうに思います。先ほど、人と

人とがつながれるようにということが一番だというふうに私は思っていると言いましたけれども、そういった

つながりを例えば子育て広場とか、公民館のサークルですとか、そういったところでたくさんやっていますの

で、そういったものが本当にまとめて情報として伝えていっていただきたいと思います。先ほどの御答弁でメ

ールというお話もありましたけど、本当に今若い世代の方はインターネットでの情報も非常に頼りにされてい

ると思いますので、そういった方法でもいいですし、本当に届くようにやっていっていただきたいと思います。 

  それで今、人と人とのつながれるようにというふうに言いましたけれども、次の２番目の子供の視点で全て

の事業を点検できないかということなんですが、本当にいろんな場所ということではなくて、子育て中の方と

つながっていくという考えを、私は職員の方一人一人にも持っていくことで、子育てしやすい、子供を連れて

ても安心していろんなところに行けるということになるんだろうと思います。まずは、お子さん連れの方がい

たら、声をかけるとか、市長が挨拶ということをずっとおっしゃっていましたけれども、子供連れの方がいた

ら、そういったことで声をかけたり、みんなが子供に関心を持つということが、子育てしやすいまちづくりの

第一歩だと思いますので、そういったことを各部署でも実践していただきたいですし、また市長の答弁でも子

供の目線で十分配慮していきたい、事業の点検をするときに進めていきたいというふうにおっしゃっていただ

きましたので、そのことについては、ぜひ必ず事業の点検をするときには、そういった視点を持って進めてい

っていただきたいと思います。 

  例えば市のイベントでも、必ず子連れの方が来たら、どうしようとか。子供向けのスペースの確保は、どう

しようということを、何かをやるときに必ずそのことを考えるということをやっていっていただきたいんです

が、そういったことを例えば何か規則ですとか、何か決まりなどに盛り込むことはできないでしょうか。 

○子育て支援課長（髙橋宏之君） 今議員おっしゃったのは、子ども条例みたいな形のことかというふうに思い
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ます。この子ども条例の制定につきましては、子育て施策を進める上で理念を示す条例であるというふうに認

識しております。他市の状況や条例のあり方につきまして、調査研究をして、引き続き内容について検討して

いきたいというふうに考えているところでございます。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） 先に子ども条例と言っていただいたので、やはり日本一子育てしやすいまちにするには、

その理念というか、基本的な考え方、子育てに関しての考え方というのも示していく必要があるのではないか

と思います。条例とまでいかなくても、事務レベルでは何か規則のようなものですとか、あとは憲章とかでも

いいんですけれども、子ども憲章なども市には高齢者憲章というのがあるんですけれども、ぜひ子ども憲章な

ども検討していっていただきたいなというふうに思います。 

  それでは、最後のプレーパークなど、子供の遊びや居場所を確保するため施策についてということに移りま

す。 

  先ほどから言っていますけれども、やはり子育てしやすいまちというのは、場所とかよりも、本当に親子で

安心して過ごせるということが一番だと思うんですね。そういった環境ということで言えば、東大和市は自然

環境も本当に豊かですし、公園もたくさんあるし、児童館も５館もあると言うと結構驚かれたりする、この人

口で５館あっていいねというふうに、よく言われるんですけれども、そういった場所などは、ある程度整って

はいると思います。しかし、例えばいろんな狭山の緑地とか、そういうところがありましても、なかなかそこ

で私たちというか、今の大人世代が小さかったときに野山を駆けめぐるようには、今の子供たちというのは遊

ばないと思うんですね。それは、やはり今の社会環境とかによって、子供たちだけで遊びに行ったら危ないと

か、そういったようなことだと思うんですね。そういった場所はあっても、せっかく場所はあっても、そこを

遊べる場所にするというか、私の通告の言葉は子供の遊びや居場所の確保と書いてあるんですが、場所じゃな

くて子供の遊び、遊ぶことと、あと居場所というのは、やはりその場所という意味ではなくて、そこが遊べる、

本当にここに私はいていいんだというふうに思えるような場所ということだと思います。 

  そういった、それぞれ場所はあっても、そこが本当に居場所としたり、遊びがそこで十分充実して行えるか

というのは、やはり先ほどから言っているように、そこにどういう人がいるか、つながる人がいるかどうかと

いうことが問題だというふうに思います。そういった意味で、今そういった人がつながる場所という意味で、

私は一番そこのところをやれるのは、やはり職員の方の力だけではなくて、市民の方がそこに入って一緒にな

って進めていくということが一番大切なんだろうと思います。そういったことで、今一番私が注目しているの

は、各地でつくられているコミュニティスペースとか、交流スペースと呼ばれているようなところです。他市

でも、例えば調布のほうでも４月にこどもフラットというような場所ができたんですけれども、その中に子ど

もカフェというのがあったりとか、あと武蔵村山市のほうでもみんなのおうちというようなカフェがあったり

とか、親子が集えるような、気軽に集えるような、そういった居場所、コミュニティカフェなどがつくられて

いるんですね。そういったところを東大和市でも、ぜひつくっていっていただきたいんですが、そういった場

合に先ほどから言っているように、場所ではなくて、市民の方がそこに参加してつながる、そこに参加してつ

ながっていくということが大切だと思うんです。その参加していく市民の方は、今かなり公民館などでもつく

りたいという方が機運が高まっているんですけれども、そういったときに市としては、どのような支援ができ

るのか、お伺いします。 

○子育て支援課長（髙橋宏之君） 子育て世代の方々が空き家とか、空き店舗を借りてお茶飲みをしたり、会話、
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育児の話をしたり、時には読み聞かせやったり、工作などをする、交流を持つ親子カフェみたいな場所の提供

についての御質問というふうに思うんですが、現在市ではこの計画はございません。居場所づくりにつきまし

ては、子育て世代だけでなく、異世代の交流も子育ての話が聞けたり、地域とのかかわりが持てるというメリ

ットもありますので、各市の状況などを含めて、情報収集をしていきたいというふうに考えているところでご

ざいます。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） 今空き家などの利用というふうにおっしゃっていただきましたけれども、本当に子育て

世代だけじゃなくて、他世代の方ももちろん一緒に集えるような、そういった気軽に集えるコミュニティスペ

ースみたいなものを、ぜひ私はつくっていっていただきたいなというふうに思います。そういったところで、

人と人とがつながれて居場所になる、子供だけじゃなくても、いろいろな方の交流できる場所ということが確

保されるのではないかというふうに考えます。 

  また、通告にはプレーパークと書きましたけれども、プレーパークというのは今東大和のプレーパークとい

うのは、非常に評価が高くて、場所もいいし、それこそそこに参加している市民の方が、そこに来た人たちを

つないでいるということで、すごくいいところになっていると思いますけれども、今他市の状況を見ると、常

設化という動きが出ているんですね。プレーパークを常設化していこう、毎日使っていこうと。今は東大和市

の場合には、月に１回程度やられていると思いますけれども、常設化して、いつ行っても、いつでもそこに仲

間がいるというような場所にならないかなというふうに考えます。そのような活動を継続するには、やはり市

のサポートというのが必要だと考えますけれども、プレーパークについて、市のほうはどのようなサポートが

できるか、お伺いします。 

○環境部長（田口茂夫君） プレーパークの関係でございます。 

  現在七森のプレーパークにつきましては、下立野林間こども広場、通常七森と言われていると言われている

広場でございますが、この施設を使用して活動しているというふうには承知してございます。しかし、この場

所につきましては、多くの市民の方、特にバーベキューですとか、キャンプ、またお年寄りなどがニュースポ

ーツなども実際に実施しているということで、市民の方、さまざまな方が利用されております。現在七森プレ

ーパークにつきましては、議員のほうからお話がありましたとおり、日時を指定して占用許可という形での対

応をとっているところでございます。市といたしましては、公園、こども広場につきましては、一般的な制限

はございますが、市民の皆様がいつでも利用できることを前提として、開放しているということから、なかな

か占用ということになりますと、現在のところ、難しいかなというふうには思っておるところでございます。 

  しかしながら、協働という観点の中で公園につきましては、今年度特色ある公園につきまして、方針等を策

定していく中で、さまざまな検討をしていく予定でございます。その中で、協働につきましても、この施設の

管理運営等々につきまして、検討していく予定がございますので、その中で尐し検討を加えてみたいなという

ふうには思っているところでございます。 

  以上です。 

○４番（実川圭子君） 先ほど場所があっても、なかなか自由に遊べないということを言いましたけれども、そ

ういった子供たちにとって、このプレーパークというのは非常にすばらしいところだと思いますので、ぜひ今

後も支援のほうをよろしくお願いします。 

  ちょっと先に戻りますけれども、コミュニティカフェについてなんですが、昨年の９月の定例会だったと思
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いますけれども、私がこのコミュニティカフェについて質問を一般質問の中で行いましたときに、副市長のほ

うから、来年度と言ったので、27年度のことですけれども、計画の中でも具体的に検討していきたいというふ

うに考えておりますという答弁があったのですが、そのことについては、どのような具体的な計画が進んでい

るのか、お伺いします。 

○副市長（小島昇公君） 26年９月でお答えした内容についてでございます。 

  具体的に、コミュニティカフェをいつどうというところまで進んではございませんが、日本一子育てしやす

いまちづくりの一つの大きなファクターとしては、非常に価値があるというふうに考えております。本来お互

いに子供同士が行ったり来たりして話ができたり、そこにお母さんがついていっていたのが過去の話だと思う

んですね。でも、今それが期待してもなかなか難しい状況にありますので、さっきの公園と同じように、特色

ある公園を考えるのと同時に、こちらについても必要性は十分に認識しておりますので、それを行政はどのよ

うにかかわったらいいかというところも含めて、引き続き検討してまいりたいと思います。 

  以上でございます。 

○４番（実川圭子君） 子育て中のお母さんの中でも、非常にこういった場所をつくりたいという機運が高まっ

ていると思いますので、ぜひ当事者の方と一緒に進めていっていただきたいと思います。 

  そして、もう一つ最後に言いたいことがあるんですけれども、子育て家庭というのは、ひとり親の方もいら

っしゃいますし、障害を持ったお子さんや難病のお子さんや、また不登校のお子さんとか、さまざまな事情を

抱えたお子さんもいれば、御家庭もたくさんいるということです。そういった方も含めて、日本一子育てしや

すいまちに、ぜひ私も協力していきたいと思いますので、一緒に進めていきたいと思います。よろしくお願い

します。 

  以上で、私の一般質問は終わりにします。 

○議長（関田正民君） 以上で、実川圭子議員の一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

午後 ２時３１分 休憩 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

午後 ２時４１分 開議 

○議長（関田正民君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

◇ 和 地 仁 美 君 

○議長（関田正民君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に、15番、和地仁美議員を指名いたします。 

〔１５番 和地仁美君 登壇〕 

○１５番（和地仁美君） 議席番号15番、和地仁美です。通告に従いまして、一般質問をさせていただきます。 

  今回は市の広報について、お尋ねしたいと思います。 

  我が国の行政の広報活動の原点は、1947年12月にＧＨＱが都道府県にＰＲＯ設置を求め通知を出したことが

原点と言われています。もともとアメリカで始まったＰＲという概念をＧＨＱが日本に持ち込んだということ

です。その通達はＰＲＯ、すなわちパブリック・リレーション・オフィスは政策について正確な資料を市民に

提供し、市民自治にそれを判断させ、市民の自由な意思を発表させることに努めなければならないというもの
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でした。この通達により、行政広報はスタートしたと言われています。戦後、すなわち自治法が施行されてか

ら、1970年代までの住民サービスは国、都道府県、市町村と上から下におりてきており、また各自治体もシビ

ルミニマムの追求を目指していた時代でしたので、行政広報は行政から市民へのお知らせが中心になって当然

の時代だったと思います。 

  しかし、地方分権が進んでいる今日においては、行政と住民が対等であることはもちろんのこと、協力関係

にあることは御承知のとおりで、まさしくまちづくりのあり方においては、東大和市も進めているように、協

働、パートナーシップで行うという概念が強くなっています。このような時代において、市の広報の重要性は

高まり、その意義も従来のものとは変化している、もしくは変化すべきと考えます。 

  東大和市はＰＲが下手だ、苦手だという声は市民からだけではなく、庁内でも耳にするところです。下手だ、

苦手だと言われれば、そのような気もしますが、一方で市はホームページをリニューアルしたり、ツイッター、

フェイスブックといったソーシャルネットワークサービスの活用もスタートしています。 

  そこで、下手だ、苦手だから、うまい、得意だになるために必要なことは何なのか、市が考えている広報の

意義、意味、認識している現状、そして課題について、お尋ねしたいと思います。 

  ア、現在ある市の広報媒体の種類は。 

  イ、各広報媒体の対象と位置づけは。 

  ウ、市の考える広報の意義、意味、役割は。 

  エ、市の広報の現状の課題は。 

  ａ、問題や課題について調査、検討したことはあるか。 

  ｂ、市の広報戦略について。 

  以上、この場での質問は、ここまでで終了させていただきます。再質問につきましては、自席にて行わせて

いただきます。よろしくお願い申し上げます。 

〔１５番 和地仁美君 降壇〕 

〔市 長 尾崎保夫君 登壇〕 

○市長（尾崎保夫君） 初めに、現在の市の広報媒体の種類についてでありますが、毎月２回発行しています市

報と、公式ホームページ、ＳＮＳを利用しました公式ツイッター及び公式フェイスブックにより情報提供を行

っているところであります。 

  次に、各広報媒体の対象と位置づけについてでありますが、市報につきましては、毎月１日と15日に定期的

に発行し、新聞を講読されている世帯には折り込みによりお手元にお届けしているほか、新聞非講読世帯の方

には御希望により宅配をしております。公式ホームページにつきましては、その即時性と情報量を生かしまし

た情報提供に努めているところであります。また、公式ツイッターにつきましては、主にイベントや教室等の

告知や参加者募集に活用しております。公式フェイスブックにつきましては、イベントを中心とした画像を掲

載し、イベント会場の様子などの情報提供に活用しております。 

  次に、広報の意義等についてでありますが、行政の透明性を確保するとともに、市民協働を推進し、市民の

皆様とともに歩む市政運営を目指すに当たっては、市政情報を市民の皆様にお伝えし、情報を共有することは

大変重要な要素であると認識しているところであります。 

  次に、広報の課題の調査についてでありますが、東日本大震災の教訓から平成24年度、25年度の２年にわた

って、４市によりますホームページ向上研究会を立ち上げ、災害時の情報入手経路等の調査研究を行いました。
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また、東京都内の市町村で構成します東京都市町村広報連絡協議会において実施される市報の発行や、公式ホ

ームページの運営並びにＳＮＳへの取り組みなどの調査をもとに、各自治体の広報や公式ホームページの情報

収集をし、内容の検討を行っております。 

  次に、市の広報戦略についてでありますが、市民の皆様に適時に正確な情報が行き渡り、情報を共有できる

ことが市政の透明性を確保する第一歩であると考えております。地域、年齢、環境など、市民の皆様の間で情

報の格差が生じることがないよう、新たな情報伝達ツールの導入などにも取り組み、今後も市民の皆様への情

報提供に努めてまいります。 

  以上です。 

〔市 長 尾崎保夫君 降壇〕 

○１５番（和地仁美君） 御答弁ありがとうございました。 

  行政の広報といいますと、自分たちで発行する、自分たちで発信するもの以外に、マスコミの活用という部

分もあるとは思うんですが、今回の質問に関しましては、行政みずからが自分の意思で発行できるものを対象

ということで、質問をさせていただきたいと思います。 

  今の市長答弁の中で、市の広報媒体は市報、ホームページ、ツイッター、フェイスブックとのことが上げら

れましたけれども、広報という意味ではこうみんかんだよりも市が発行していると思いますし、男女共同参画

事業のはーもにいというお便りというか、情報紙もあると思いますし、都市計画の東やまとまちづくりニュー

スというものも発行されていると思います。また、広く言えば観光マップなども市の広報物というふうに私は

捉えるんですけれども、定期的なものとして、特に紙媒体で出している市の広報媒体というのは、今私が上げ

たもの以外に何かあるでしょうか。また、その定期的に発行されているものの発行のタイミングなどが決まっ

ているものがありましたら教えてください。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 市の広報媒体として、市全体で網羅できているものにつきましては、先ほど市

長答弁にございましたものになります。その他の各部門に特化した広報媒体としては、今和地議員からもお話

がございましたように、こうみんかんだより、それから男女共同参画情報紙としてはーもにい、それから東や

まとまちづくりニュースなどがあるというところでございます。こうみんかんだよりにつきましては、奇数月

に年６回の発行がされております。また、はーもにいにつきましては、年１回ですが２月に現在のところ発行

されております。東やまとまちづくりニュースにつきましては、不定期ではございますが、まちづくりの条例

改正の御案内ですとか、都市マスタープランの改定、そういうタイミングの際に発行されているというところ

でございます。 

  以上でございます。 

○１５番（和地仁美君） そうしますと、市報、それから年に６回出ているこうみんかんだより、あとは年に１

回のはーもにい、あとまちづくりニュースもたまに折り込まれていると思うんですけれども、これらの紙媒体

で広く市内に配布されているものについての部数と、それから折り込みをしたり、中にポスティングしたりと

いう、希望のある方にはポスティングということを市長答弁でもありましたけれども、それにかかる費用、単

価と合計金額について教えてください。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） まず、発行部数でございますが、市報の発行部数は約３万2,000部でございま

す。主に、こうみんかんだより、東やまとまちづくりニュース、はーもにいも市報のほうに折り込むことを基

本にしてございますので、ほぼ同数、多尐差はございますが、ほぼ同数になっております。中で差が出てくる
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ものといたしましては、折り込みのほかに各部署が、それぞれの考えで窓口の配置する部数ですとか、関係機

関にも送付する部数等もございますので、それによっては多尐差異が生ずるということになっております。 

  新聞折り込みの部数といたしましては、２万5,900部になっております。これは、市報に挟み込みまして、

業者のほうで新聞に折り込んでいただくということで、ほぼ同数の部数が新聞折り込みされております。 

  また、各御家庭のほうに新聞非講読世帯に今シルバーに委託して宅配していただいておりますが、そちらが

約3,800部ほどの配布というふうになっております。 

  次に、折り込みの単価につきましてですが、市報に挟み込む手数料というのがございまして、こちらは１部

当たり1.72円と、ほぼ1.7円というところでございます。また、こうみんかんだよりにつきましては、市報と

別の折り込みを新聞のほうにしていただいていますので、１部当たり約３円ということになっております。ま

た、非講読世帯用に折り込む場合には、こうみんかんだよりも一緒に市報のほうに折り込みます。この場合に

は、1.72円の先ほどの手数料となります。 

  また、ポスティングに当たりましては、先ほど申し上げましたように、シルバー人材センターに委託しまし

て配っていただいているというところで、１部当たり平均しますと約60円の経費が要するというところでござ

います。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） 市報に折り込むということが、今上げられたので、後ほど市報のあり方についても、

そこの点ではちょっと触れさせていただきたいんですが、各広報媒体の対象についてということで、先ほど市

長の御答弁では、市報については新聞購読者には折り込みで、非購読者にはポスティングでというような御答

弁をいただいたんですけれども、これは配布の方法であって、私が聞きたかった対象という形で言いますと、

市報は市民の各御家庭が対象というふうに私はなると思います。ツイッターについては、御答弁を踏まえると、

イベントや教室など、そういうことに興味のある方に向けての情報発信、フェイスブックは画像を使用しての

イベントに訪れていない方への参加の呼びかけという位置づけだというふうに思うんですけれども、例えばそ

ういうことを言うことに対して、各媒体が対象の読者というか、誰に向けて発信しているのか、どういう特徴

を生かして、使い分けをしているかというのが、私が聞きたかったことなんですけれども、再度この各広報媒

体の対象と位置づけについては、どのように使い分けたり、考えられているのか教えてください。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） それでは、各媒体につきまして、改めて御紹介いたします。 

  市報につきましては、今和地議員からもお話しございましたが、市内の各世帯を対象に、これは紙媒体です

ので紙面が限られますので、重要性の高い情報を要点を捉えて、こちらから市民の皆様のお手元へ届けている

という媒体でございます。 

  次に、公式ホームページのほうでございますけども、こちらはインターネット環境をお持ちの方が対象にな

りますが、市民の皆さんはもちろん、市外の方にも即時性を生かしまして情報提供を行うとともに、市報、紙

では限られた情報量になりますけども、それ以外にも容量がございますので、これまでにも市報に載せた情報

等も閲覧できるように整理して掲載しております。 

  次に、公式ツイッターでございますが、イベントや教室に興味をお持ちの方に向けての情報を速報的に発信

するとともに、ホームページにも同じ情報で今度は詳しい情報も掲載を同時にしているという使い方をしてお

ります。 

  次に、公式フェイスブックでございますが、画像を使用してイベントに、まだこれから訪れていただきたい
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方、あるいはイベントの様子をまだ御存じない方に会場の様子ですとか、イベントの盛り上がり等をお伝えで

きる動機づけとして活用しているというものでございます。 

  次に、各部門ごとの特化した媒体につきましてですが、こうみんかんだよりにつきましても、これは市報に

折り込みますので、先ほどと同じように市民の方全体で各世帯が対象になりますが、主に公民館事業に特化い

たしまして、その内容で気軽に御利用いただくための情報をお届けしているものと考えております。 

  また、はーもにいにつきましても、市報に折り込みますので、市民全員の方が対象で男女共同参画に特化し

たような内容で、その御理解を深めるための情報を掲載しているものでございます。 

  東やまとまちづくりニュースにつきましては、先ほども御紹介しましたとおり、市報に折り込みますととも

に、まちづくりの情報等の動きがあったとき、都市マスタープランですとか、一番近いところではちょこバス

の運営形態の変更もありました。ああいう情報もお載せして、都市づくりの情報を皆さんにお伝えするものと

いう使い方をしているところでございます。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） 今それぞれの対象、基本的にはほとんど全市民というか、全市民の御家庭というとこ

ろは網羅されているんだなというふうに思いましたけれども、市報のところで非常に重要なもの、重要な情報

を優先的に限られたスペースで要点をまとめて、お伝えするというお話があったと思うんですが、重要な広報

物としては、４月に行われました統一地方選挙の選挙公報というものもあると思うんですね。これは、今の対

象者という言い方で言いますと、有権者である市民全員に位置づけは立候補者のことを、よく理解して投票し

てもらうための投票を促すということだと思うんですけれども、今の私の考えの位置づけと対象は間違ってな

いでしょうか。 

○選挙管理委員会事務局長（塚原健彦君） ただいま議員からお話がございましたとおり、東大和市議会議員及

び市長の選挙における選挙公報の発行に関する条例というものがございまして、その第１条で議員がおっしゃ

られたような候補者の氏名、経歴、政見、写真等を選挙人に周知させることを目的とするとなってございます。

したがいまして、議員のおっしゃられた内容で間違いございません。 

  以上でございます。 

○１５番（和地仁美君） 市の重要な情報を紙媒体でお知らせというか、配布している市報については、新聞を

とっていらっしゃる方には新聞折り込み、新聞をとっていない方については、御希望のある方にはポスティン

グというような配布の仕方をしているという御答弁でしたけれども、今回の４月の統一地方選挙の公報につい

ては、折り込みではなくポスティングで配布をされたと、それは配布方法を変更されたというふうに私は認識

しているんですが、その意図と目的等、どうしてそのように変更したのかという経緯を教えてください。 

○選挙管理委員会事務局長（塚原健彦君） 従来新聞折り込みで選挙公報を配布しておりましたが、ポスティン

グ業者に委託することで全戸配布を可能にすることができました。もともと新聞購読をされていない方、ある

いは世帯に選挙公報が配布しきれないという状況があったところを改善したということでございます。時代の

流れとともに、こういったポスティング業者がふえたということと、あるいは一方でインターネットの普及な

どで新聞購読世帯が減尐傾向にあるということから、ポスティングに切りかえたところでございます。 

  なお、ポスティングによる全戸配布に切りかえましたのは、平成24年12月16日に執行されました衆議院、都

知事の同日選から導入いたしまして、現在に至っているところでございます。 

  以上です。 
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○１５番（和地仁美君） 確かに、最近は新聞も電子媒体のものもありますし、新聞とってらっしゃらない御家

庭も多いので、ポスティングにするということは、とても時代の流れにも合っていていいとは思うんですけれ

ども、ポスティングに切りかえたのは、先ほど12月からの衆議院選からというお話がありましたが、ポスティ

ングに切りかえたあとの効果というか、ポスティングの結果を検証はしているんでしょうか。 

○選挙管理委員会事務局長（塚原健彦君） いわゆる検証したかという御質問でございますが、検証ということ

は特にしておりませんけれども、委託業者には必ず配布した日にちや地区、配布部数の報告書を提出させてお

ります。事務局サイドとしての考え方でございますけれども、新聞折り込み時に比べますと、やはり選挙公報

の配布がないという旨の御苦情の件数は減尐していると捉えているところでございます。 

  以上でございます。 

○１５番（和地仁美君） 苦情が減尐しているということでしたけれども、広報というのは、選挙公報もそうで

すし、市報もそうですけれども、市が重要だと思って市民に知ってもらいたいという気持ちから、お金をかけ

てやっていることだと思うんですね。直接、市の職員がポスティングをするということはないことは重々承知

しているんですけれども、今回の選挙公報に関しては、ポスティングがされていなかったお宅が多かったとい

うお話を、私は結構市民の方から伺っています。特に、エリアで言うと狭山とか、湖畔とか、要するに玄関が

階段の上にあるお宅で門扉は道路と同じ高さで、そこの塀にポストがあるお宅は入っているんだけれども、ポ

ストを階段を上った上のドアのそばに設置されているところは入っていないというような、要するに門をあけ

て階段上って入れておりて、また門をあけて入れてというところが入っていないところが多かったという声を、

そのエリアの方から結構聞きました。あと市報に関しては、ポスティングをお願いしているお宅は来るんです

けれども、ポストが階段を上って上にあるお宅は、ポストの位置がわからないのか、大変だからなのかわかり

ませんが、雤の日でも門扉に紙の市報を差して、毎回行かれてしまうという話も聞いています。それは、請け

負ったほうの事業者のほうの責任になる部分はあるとは思うんですけれども、物を発注したら納品されたら検

品して正しい物が来たかというのと同じで、市が意図している配布の仕方を発注した後に、業者さんがやりま

したよということを信じることも大事なんですけれども、責任ある情報を渡す、配布するという立場からいう

と、１点検証というのが必要だと思うんですけれども、市報並びに公報のポスティング、いわゆる新聞に折り

込むものではない直接配布をしているということに対して、今まで何らかの検証はされたことはあるんでしょ

うか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 改めて委託先と調整をしながら、検証をしたということはございませんが、そ

れぞれきょううちに届いてないよですとか、あるいは配達員が急遽倒れてというケースもございましたので、

その際にちゃんと届けられるように委託先と調整して、その際は委託先の職員が直接持っていってもらったと

いうケースもございますし、こちらの職員が大至急ということで１件届けに行ったというケースもございます。

ただ委託先との検証というのは、実際にはまだ行っておりません。 

  以上です。 

○選挙管理委員会事務局長（塚原健彦君） ただいまの秘書広報課長と同様でございますけれども、契約の中で

御苦情をいただいた世帯に対しては、こちらからの指示と申しますか、２時間以内で確実に対処するようにと

いう契約は結んでおります。そういったチェックとまでは言っていただけないかもしれませんが、そういった

ところは確保しているところでございます。 

  以上でございます。 
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○１５番（和地仁美君） 全部をチェックするということは難しいと思うんですけれども、例えば情報がどれだ

け重要で、市民に知らせることに対しての青臭い言い方ですけれども、熱意というか、絶対これは大事なんで

しっかりやってくださいねというような部分というものも、多分請け負っている業者の方には、仕事の重要性

とか、受け取り方が違うと思うので、そういう部分が尐し欠けているのかなというふうに感じます。というの

も、もう１点、選挙のときに速報をホームページでやっていたと思うんですけれども、それも知らせたいとい

う気持ちがあるから載せていると思うんですよね。知らせる必要がないと思うんであれば、ただの手間ですか

ら、よかれと思って知らせるべきだと思ってやっているものが、近隣他市はずっとタイムリーに見られていた

ものが、うちの市だけダウンしてしまったということがあったと思うんですけれども、それは知らせる必要と

いうか、重要性というものと出てきている現象、先ほどのポスティングがされてないとか、雤の中に置いてい

るというものにそごを感じるんですけれども、今回のホームページがダウンしてしまったということに関して

は、何か検証とか、対策とかはされているんでしょうか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 今回の東大和市議会議員選挙並びに東大和市長選挙の開票速報の際には、こち

らのホームページのサーバーの保守管理委託先に確認したところでございますが、やはり御想像のとおりです

けれども、アクセスの集中より外部公開サーバーのほうに負荷が急遽かかって見られない状況になったという

報告が上がっております。 

  以上でございます。 

○１５番（和地仁美君） アクセスが集中したということでしたけれども、先ほど市長の御答弁の中で東日本大

震災をきっかけに、４市でホームページの充実についての研究会を発足させたという御答弁があったと思うん

ですが、東大和市地域防災計画の中で災害発生時の広報手段として上げられているのが、①防災行政無線、②

広報車、③臨時広報紙、④市公式ホームページ、⑤メールサービスというふうに上がっていまして、最初の無

線や広報車は広報紙というものは、市から発信したら市民が受け取れるものですけれども、市民が自発的に情

報をとりに行くというところで言うと、代表的なものはホームページだと思うんですね。選挙のときに、アク

セスが集中してしまってというお話で、ダウンしたという話、サーバーに高負荷がかかったということでした

けれども、何か災害が起きたときにも、もっとアクセスか集中することも想定できると思うんですけれども、

この現状のホームページというのは、災害時であったりするときの広報媒体として検証した後、現状適切な状

況にあると言えるんでしょうか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 今回の開票速報の際に閲覧ができない障害状態になったということは事実でご

ざいますので、万一災害等の発生時に緊急の情報を皆さんにお伝えしたいというときに、市民の皆様がアクセ

スをかけると、その際に現状で十分であるかというと、不十分という結論に至っております。実際は、今回の

事象を検証いたしまして、早速今業者のほうとは調整を重ねておりますが、基本的なホームページのスペック

もございますので、そちらを上げるのかどうか。あるいは、選挙等であれば、その日はもう前日から想定でき

ますので、想定した際には事前に緊急のスペックを増強という手だてがとれることに、今のところ調整整って

おりますので、そういう対応で考えてまいりたいと思っております。 

○１５番（和地仁美君） 対応はしていただいているようですけれども、選挙は前日にわかるので緊急にスペッ

クを上げるというのはできますけど、地震は前日にわからないので、緊急のスペックを上げられないと思うの

で、ぜひとも恒常的に安定的に使える状況に改善していただきたいなというふうに思います。 

  今いろいろと広報の現状のことについて、再質問で進めさせていただいたんですけれども、尐し広報の意義
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というか、市の考えている広報について再確認していきたいと思うんですけれども、先ほどの市長答弁では、

広報の意義については行政の透明性を確保するとともに、市民協働を推進するためにも情報を共有化すること

は大変重要という御答弁いただいていると思うんですけれども、一方でともに歩むという協力関係にある市民

に提供する情報というものについては、重要であって漏れてはいけないという部分もありますけれども、市民

が欲しいとか、市民が知りたいと思っている情報に合致しているか、欲しい情報をちゃんと出しているかとい

うことも、非常に重要だと思うんですね。 

  今回の一般質問の皆さん、それぞれいろんな分野で質問されているんですけれども、ずっと質問と御答弁を

聞いていると、もっと情報を出していれば、変な話出てこない質問もあるだろうし、市民の目線で見たときに

わかりやすい情報の出し方をしていたら、もっと理解も深まって、いい状況になっているというようなものが、

いろんな分野で見受けられると、今までの一般質問を聞いていても思いました。市民の欲しいと思っている情

報とか、市民のわかりやすいと思っている情報というものに対して、市では検証したことはあるんでしょうか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 今お話のございましたような、市民の皆様が欲しがっている情報というものを、

具体的にアンケートをとるですとか、そういう検証については行ったことはございません。ただ、私どもが市

報なり、ホームページなりを編集するに当たって、行政のほうで難しい言葉を並べてしまいますと、要点とし

てはそこには載るんですが、載っているだけで、市民の皆様には伝わりませんし、理解していただけないとい

うふうに考えております。その点につきましては、私ども広報の担当のほうで意識して各担当課との調整を行

っているところでございます。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） ちょっと辛口な言い方になりますけれども、結果を伴わない広報は広報したとは言え

ないと思うんですね。広報したつもりであって、広報はされてないというような状況がちょこちょこちょこち

ょこ日常的に市内では起こっているんじゃないのかなというふうに、ほかの方の一般質問を聞いても思います

ので、ぜひとも市民と協働していくためには、情報がなければ協力もできないし、賛同もできなし、理解もで

きないので、広報というもののもう尐し市民協働というところとリンクというか、同じつながったものとして

捉えて、時代に合った広報というものに変化をしていく必要があると思うんですけれども、例えば市報の特集、

１面に特集とか掲載を毎回されていると思うんですけれども、過去５年間、12月１日号の特集は人権週間なん

ですね、過去５年間、毎年人権週間、毎年人権週間が来ていますから、それでもいいんでしょうけれども、本

当にその年の12月１日に人権週間が一番市民の人に伝えたかったことなのか、一番市として重要なことなのか、

そういうことを検証して、あの限られた紙面で、限られたお金で、わざわざ全戸配布というか、全戸に配る広

報の重要性を考えたときに、ルーティーンのように12月１日号は必ず人権週間というふうになっているのは、

私はちょっと疑問を感じるんですけれども、市報の特集とか、何を掲載するかということは、どうやって決め

ているんでしょうか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 掲載に当たりましては、早過ぎないように、またタイミングよく情報をお届け

するというところが基本ではございますが、今ございましたように、人権週間、あるいはその他の大きなイベ

ントにつきましても、その定期性というものを市民の皆様にお伝えすることも重要であるというふうには考え

ております。ただ、自動的に12月は人権週間が１面かといいますと、行政内の重要な情報等、全部見渡した上

で、その辺のバランスはとって、その優先するものが出てくれば１面のほうは、また違う情報になるというこ

とになってくると思います。 
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  以上でございます。 

○１５番（和地仁美君） 発行する側の市というか、行政としては、市民に知ってもらいたいという気持ちでは、

今のようにそのとき、そのとき早過ぎず、またタイミングよく、さまざまな情報を載せた市報であったり、ホ

ームページもそうでしょうけども、そういう広報活動されていると思うんですけれども、市民が購読率という

か、どれだけ市報に興味を持って読んでいるかというような検証をしたことがあるのか。市民の意識調査では、

結構広報を充実させてほしいという比率が非常に高い結果が出ていたと思うんですけれども、充実してないっ

て、逆を返せば充実してないなと思っているということだと思うんですね。市民が、この広報は充実している

な、この市報は毎号何となく楽しみにして読まなきゃだな、重要だから読まなきゃならないなと思って、どれ

だけの人が読んでくださっているのかというのを、検証したことはあるんでしょうか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 今市民意識調査ということで出てまいりましたが、平成26年２月に実施されま

した市民意識調査、こちらには市の情報の入手先ということで項目を設けいただいております。その中では、

市報が主な入手先であるとお答えいただいた方が約84％いらっしゃいました。それに対しまして、ホームペー

ジとお答えいただいた方は16％でございました。また、市報を毎号読んでいるとお答えいただいた方は約62％、

これらの数字は私ども広報が今までホームページにも随分経費もかけましたし、手間もかけております。あと

ＳＮＳでツイッターやフェイスブックも、ここで導入して力を入れてまいりましたが、まだ基本は市報なんだ

なというふうに感じているところでございます。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） 確かに、そういう市報、やっぱり紙媒体がまだまだ強い、一定の世代を見たら、また

変わった結果が出てくるかと思うんですけれども、市民全体というところでいうと、自分からとりに行くより

も、自動的にというか、手元に来る情報を一番優先的に見ていらっしゃるということになると思うんですけれ

ども、確かにそうすると逆に考えますと、市報は非常に重要なんだなという捉え方もできますよね、皆さんが

市報を当てにしているという結果、皆さんでもないですね、毎号読んでいるのは62％ですし、８割以上の方が

市報を一番の情報源としているということになっていますので、先ほども言ったように、市民の意識調査で広

報の充実を望んでいる声も高いということになりますと、市民が望む情報であったり、読みたくなる紙面づく

りであったり、読みやすいなと思うような、より有効な広報媒体にするための研究というか、庁内で検討した

り、話し合ったりというようなことはやられたことはあるんでしょうか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 今お話しございましたように、市報というのは定期的に月に２回、市民の皆様

のお手元に届きます。ホームページのほうは、キーワード等で検索して入っていただければ、関心事のところ

へ到達します。市報は、ですから関心、もしくはそんなにない方でも１回お手にとっていただいて、次はどう

開いていただくかと思いますので、今広報担当のほうで工夫しているところでは、数年前に比べますと、簡単

な手法ではございますが、イラストを尐し意識して散りばめております。なので、行政のかたい情報が箇条書

きになっている間に、そこの内容に関連するイラスト等を挟みまして、ぜひそこの記事をスルーしないで読ん

でいただくという工夫をしているところでございます。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） イラストを入れていただいたりということで、紙面がちょっと雰囲気が変わっている

ものを気づいているんですけど、ちょっとおもしろい例というか、あるこういう行政広報を研究されている大

学の先生が調べられたことがあったんですけれども、平成20年に後期高齢者の医療制度が変わったときに、東
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京23区の自治体が、どういうふうにそれを広報に載せているかというのを調べたらしいんですね。そのときに、

後期高齢者の医療制度が変わりますというふうに、それこそ国から来たものを、そのまま載せたような行政用

語がいっぱい載っているような広報がほとんどだったそうです。なので、75歳以上の方が対象のことでしたか

ら、そんなの知らないよというふうに、病院に行ったときになったりすることが多かったというんですけれど

も、唯一大田区だけが広報の一番最初に大きく「75歳以上の皆さん」というふうに載せたらしいんですよね。

そういうような、市民が見てすぐわかるような表現の工夫とか、今イラストを入れたりということがあったん

ですけれども、その文言とか、表現とか、タイトルだとか、そういうものも秘書広報課のほうで工夫をしたり、

手を入れたりということをされるということでいいんですか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 今御紹介いただいたような手法は、今のところまだ勇気出せていませんが、市

民の皆様の目をそこへとめていただくという工夫という意味では、すごく興味深いやり方だなというふうに思

います。あとは紙面の都合上もございますので、余り大きな見出しもつくれないかもしれませんけども、その

辺はやはり記事の中身まで入ってきていただくという、まず第一歩をどういうふうにクリアにするかという意

味で、考えていきたいというふうに考えております。 

○１５番（和地仁美君） まだ、そこまでいろいろ勇気というか、冒険ができないというお気持ちはわかるんで

すけれども、それはやっぱり発信する側の都合であって、受け取る側の立場に立ったことが一番いいことだと

いうような目線で、いろいろな仕事というか、そういうことに当たっていただきたいなと思うんですが、最初

に今市が出している広報の種類について、いろいろと部門ごとで出しているようなものがあるということ、は

ーもにいもそうですし、まちづくりニュースもそうなんですけれども、最終的にはこうみんかんだよりも市報

に挟むというお話があったので、例えばそれを一体化して一つのものにしたほうが、気づかれやすいであると

か、あとは一緒にこうみんかんだよりだけしか読んでなかった人が、市報の中に公民館のコーナーのページが

あることによって、ほかの市報の情報にも目が行くだとか、逆もありますよね。こうみんかんだより、いつも

読まなかったけど、市報はいつも読んでいる人がこうみんかんだよりと合体したことで、充実して予算もふえ

るからカラーになるかもしれないし、この間の市報は藻谷さんの講演会は公民館事業だけれども、市報の１面

でしたよね。そういうこともあるわけですよね。市報だから認知した人もいたと思うんですよね、こうみんか

んだよりではなくて。そういうようなことを考えますと、今庁内でいろいろな部門が出している紙媒体の広報

物を一体化したほうが、より効果が出るんじゃないかとか、１回整理して、こうしたほうがいいんじゃないか

というような発行物の棚卸しをして、より効果的な方法はないかということは、確認したことはあるんでしょ

うか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 改めて、その効果等を確認したことはございませんが、今ある部門ごとの紙媒

体につきましては、恐らく最初は市報の中にコーナーがあるという程度で一括に出されていたんだと思うんで

すね。それにつきまして、何かのタイミングで法律が変わったですとか、補助金が大きくついたですとか、こ

れは大きく外へ別の紙媒体にして出そうということで、独立してきていると思いますので、それをもう１回も

とへ戻してということでのメリット・デメリット等は考える必要があると思いますけども、トータルでそこの

辺は経費も含めて考える必要はあると思っております。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） メリット・デメリットもトータルで、経費の面もということですけれども、ぜひ検証

するときは、市民にとっての利便性と、市民によって、市民により理解されたり、気づかれたりするという、
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市民側の目線でも、どっちのほうが便利かなとか、例えば右から開くと市報で、裏から開くと公民館だよりと

いうのでも私はいいと思っているんですね。要するに、ばらばら入っていると見落とすということもあるので

はないかというのは私のただの想像です。だから、検証していただいて、より効果的にいろいろなものを、情

報を知っていただけるような工夫をしていただく必要があると思います。今いろいろ検証していないというこ

とでしたけれども、市のさまざまな事業計画であるとかには、最近必ずと言っていいほど、ＰＤＣＡサイクル

で検証して、また改善をしてやっていきますと、こういう丸い図が大体書いてありますね、全ての計画に。広

報については、ＰＤＣＡはやっていらっしゃるんでしょうか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 必ず決算ですとか、予算計上の際には、ここではどう力を入れていくとか、来

年度はホームページのほうは、こういうふうにやっていくとか、そういう検証につきましては、係の担当の者

と私でやっております。 

  以上でございます。 

○１５番（和地仁美君） 済みません、今のはやっているけれども、係の担当の者と秘書広報課長でやっていら

っしゃるということなんですけれども、例えば市報にいろいろな記事というか、情報が載りますよね。あれは、

各担当する部署がつくったものを秘書広報課では、それを上手にレイアウトしてということで、文章をつくっ

たりしているのは、秘書広報課ではないんですか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 各事業の原稿の内容につきましては、基本的には担当課でつくっていただきま

して、その原稿が集まった中で、私ども広報担当が統一性を持たせたりですとか、割りつけをしたりという作

業をしております。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） そうしますと、年に１回検証していらっしゃるというときは、具体的には何を検証し

ていらっしゃるんでしょうか、広報の効果については。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 私どもの担当のほうで検証いたしますのは、広報の仕方ですとか、ホームペー

ジの取り組みですとか、そこにどのぐらい経費をかけていくとか、そういう検証の仕方をしております。です

ので、市報の構成、レイアウトの仕方云々というよりも、全体でどういうふうに広報は向かっていくのかとい

うところの検証を行っているところでございます。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） ということは、平たく言うと来年度の広報にかける予算は幾らだから、どこに重くお

金を入れてやって行くべきだなというような、そういうことが中心になっているのかなと私は今イメージした

んですけれども、広報したことによって、こういう反応があったとか、こういう効果があったとかというよう

な検証はされるんですか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 今まで例えば１年取り組んだ中で、予算の枞の範囲ということよりも、各市の

取り組みの状況も意識しておりますので、あとは市民の皆様からも御提案いただくケースも随分あります。そ

ちらを市の広報としては、どう生かしていけるのかという視点で再度予算計上、あるいは主要事業計画の際に

は検証しているところでございます。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） 今の御答弁聞いて尐し安心したんですけれども、一般的に自治体間競争が激化してい

る今の時代において、各種施策の取り組みは皆さん近隣他市とか、同じような自治体を意識して負けないぞで
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はないですけれども、いろんな取り組みはされているというのは、現実としてあるんですけれども、やってい

ることを市民に知っていただいたりしなければ認知されませんし、いい制度があっても利用されないので、取

り組みは競争社会に合ったような感じでやっているらしいんですけれども、どの自治体も。広報については、

自治体間競争を意識した広報、あちらのライバルではないんですけれども、あそこの市よりも、こういう広報

したほうが市民に認知がされていて、いい効果が出ているというような、広報においての自治体間競争への意

識が欠如している自治体が多いというデータが出ているんですけれども、当市においては広報についても、そ

の自治体間競争時代に合った他市よりも、よりいい広報していこうという意識を持って取り組んでいるという

理解でよろしいでしょうか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 今和地議員から言われたとおりでございまして、特にお隣の武蔵村山ですとか、

近隣の立川、昭島あたりとは、頻繁に情報交換等もしておりますし、マスコミの記者さんも一緒に入っていた

だいて、その中での議論もしておりますので、例えば隣の市よりも早く同一の記事であれば先に出そうとか、

フェイスブックも先に出そうというような競争は意識してやっております。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） と申しますのは、やはり壇上でも申し上げましたとおり、行政の広報の重要性と位置

づけというものが、格段と上がっていると思うんですね。その一つとしては、当市でもせんだって完成した協

働の指針という職員向けのものがあると思いますけれども、本当に協働とか、市民と一緒にいいまちづくりを

していこうとした場合、市民としては前向きに考えたときに、何か協力したい、参加したい、やってみたいと

いう意欲があっても、情報がなければ動けないですし、あとはもう一つ行政がこんなに頑張っているんだ、こ

んな熱い思いでやっているんだというのがわかれば、今までそんなことを気にしなかった人の興味を喚起でき

たり、一緒にここだけは私も頑張れるというようなものになるためには、広報って非常に重要だと思うんです。

なぜなら、市民が行政と触れ合えるところは、唯一とは言いませんけれども、ほとんど市報なんですよね。な

ので、そこの部分で言うと今後協働をやっていく上で、協働の指針のほうにも書かれていましたけれども、市

民に対し、事業への参加や連携につながる適切な情報提供を行うことというのが、一番最初に載っています。

ということは、全職員に広報の重要性と広報マインドを身につけさせる必要があると思うんですけれども、こ

の指針に書かれている適切な情報提供を行うことという最初の文言に対しての具体的な取り組みというものは、

計画もしくは既にやっているか、何かあるんでしょうか。 

○市民生活課長（田村美砂君） 今お話にありました東大和市職員の市民協働の推進に関する指針を、ことし２

月に策定いたしました。これにつきまして、今年度は職員向けの研修を２回ほど行う予定でございます。今議

員のほうからもありましたように、その指針の中に市民の皆様が市の事業に参加するきっかけとなるように、

適切な情報提供を行っていくということを指針に一番最初に、職員の基本姿勢として書いてございます。です

ので、その点も含めた上で職員の理解が深まるような研修を行っていきたいと思っております。 

  以上でございます。 

○１５番（和地仁美君） 市民に向けた広報は、３つの「せる」があるかどうかという検証をしたほうがいいと

いうのが言われているんですけれども、知らせる、わからせる、動かせる、この３つをポイントとして、庁内

にある、もしくは行政の中にある情報を、どういった視点で、それを市民に伝えていくかということを、ぜひ

その研修の中でも、この広報感覚のようなものを身につけさせるような内容をやっていただきたいと思うんで

すが、そこら辺は広報課長のほうの担当で、そのような内容も盛り込まれていくんでしょうか。 
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○秘書広報課長（鈴木 尚君） 私ども広報担当のほうでも、各課の代表として広報連絡員という方をお願いし

ておりまして、こちらの市報ですとか、ホームページの担当窓口、あるいはパイプ役になっていただく方です

けども、各課１名を選出していただいている方です。定期的に、その方々に説明会、あるいは今年度はこうい

うふうなところを注意して取り組んでくださいというような説明もさせていただいていますので、再度そうい

うところで、もう一度徹底してまいりたいというふうに考えております。 

○１５番（和地仁美君） その広報連絡員という方は、各課で１人ずついらっしゃるということなんですけれど

も、広報連絡員の方は広報を充実させたり、広報に対する責任というか、ミッション的な気持ちを持って、そ

れを取り組んでいらっしゃるのか。それとも、自分の部でやったり、課でやっている事業を広報に伝達する伝

達係みたいな気持ちでやっていらっしゃるのかで、大分効果が違うと思うんですが、そこら辺の職務というか、

そこの存在の重要性みたいなものというものは、認知というか、全庁的にそこら辺は認識は同じ認識で取り組

む役割となっているんでしょうか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 現実から申し上げますと、若手の職員もかなり入っておりますので、伝達的な

役割の方もいるかもしれませんが、課の代表として入っていただいていますので、私どもの広報としての意図

を確実に伝達で伝えていただいて、原稿は各また担当者が別につくりますので、その中には盛り込んでいただ

けるように周知してまいります。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） 今の庁内の広報体制や、いろんなことは大分わかってきたんですけれども、先ほど１

年に１回検証するというお話があったんですけれども、例えばほかの自治体なんかでは、広報に関するルール

とか、それこそ先ほどの協働指針じゃないですけれども、広報の指針的なものも全庁的に共通したものを持っ

て取り組んでいるというところもあるらしいんですけれども、特にそれをやってほしいということではなく、

東大和市としての広報の戦略みたいな計画とか、戦略みたいなものというものは、今現在あるんでしょうか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 例えば基本計画に一文で載せるような大きな戦略としては、明文化されたもの

はございませんが、何しろ市のＰＲをしていくという一本の大きな柱は今ございますので、いろんなところで

報道機関等への情報提供もありますし、市民の皆様へのわかりやすい情報の伝達につきましてもありますので、

その枝葉の部分を研究して、庁内でこれから検証してまいります。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） 戦略というと、非常に仰々しい言い方になっちゃうんですけれども、今市をＰＲして

いくと言いましたけど、ＰＲとアピールと、またちょっと混同されている、今一般的に混同されているんです

けれども、ＰＲというのはリレーションですから、市民に向けての情報提供するのであれば、そのリレーショ

ンシップが築けるもの、もしくは市民が同意をして共感をしたり、理解をして、それで市内の世論というか、

そこを形成して、より行政と市民の信頼関係を形成するということが、ＰＲには意味として含まれていると思

うんですよね。これは東大和市がそうだとかというよりも、一般論なんですけれども、やっぱり行政はいろん

なことをやっているので、知らせなきゃいけない情報もいっぱいありますし、紙面は限られているし、平等に

とか、無難に、余り冒険をしないようにとか、そういうやっぱり体質があるので、どこの自治体もそうなりが

ちらしいんですけれども、例えば広報することで、出すことで、もう終わりになる、出すことで達成感みたい

な形になっているところが多くて、悪い言い方をすると、何か市民の方から言われたりしたときに、いや市報

に載せてありますから、市報に載せたというアリバイをつくりたい、アリバイ広報になりがちだとか、あとは
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何か大きなことをスタートするときは、ばーんと載せるから、それは何か始まったんだなとわかるけど、その

後どうなっていったのかなとか、どういうふうに今効果があるのかなというのがわからない、最初だけやる、

やりっ放し広報というふうな形になりがちだと言うんですけれども、私は一つこれ提案させていただきたいん

ですが、例えば今市内では先ほど質問にも出た総合福祉センターもそうですし、あと給食センターとか、大き

なもの、大きな事業がありますよね、目に見えるような。男女共同参画でもいいんですけれども、いろいろな

事業を計画するときに、そこの一番下の時系列でもいいですから、広報計画というのも載せて、一番タイミン

グのいいときに、市民の方が興味を持ってもらえるような形でプロセス広報のような事業計画をつくるべきだ

と思うんですけれども、今そういったものはあるんでしょうか。 

○企画財政部長（並木俊則君） いろいろとお話しお聞かせいただきましたが、まず最初に市報を含めまして、

市のほうがいろいろな情報を発信するもの多々ございます。私たちが全庁的に一番考えなきゃいけないものと

しましては、市からの発信でございますので、まず正確な情報、これを確立して、これを発信すると。市民の

方に確実な伝え方ができたらなというふうなところで、今いろいろと和地議員のほうから御提案なり、御意見

をいただいたというふうに今思っています。 

  その中で、大きな大規模な事業、そのようなものを年数がかかる事業も今ここで実行のほうに、実施のほう

に移しますが、そういったものをうまく市民の方にわかるような伝え方をということでございますが、私ども

もそういうふうに思っています。今まで、そのような大規模な事業、そうしょっちゅう毎年あるわけではござ

いませんので、ここで実行に移す事業等を市民の皆様にタイミングよく情報提供し、建設の途中であってもい

ろいろな御理解、御協力をいただかなければいけないというふうに思っておりますので、今後そのようないろ

いろな段階を経た情報を市民の皆様に情報提供するということは、一つここで私どもも考えているところでご

ざいます。 

  以上でございます。 

○１５番（和地仁美君） ぜひ、そのようにしてほしいと思います。一番最初の節目のところは、大きな記事に

なったとしても、その後小さい囲みでもいいので、例えば給食センターは何々、ここまで決まりましたとか、

今こんなところですとか、ちょっとした情報があると、とっても身近なことにも感じられると思いますし、逆

にちょっと例えばうるさいなとか、工事がうるさいなとか、ちょっと思っている人も、そういうところを今こ

ういう段階なんだといって理解をいただけるとか、いろいろな効果があると思うので、ぜひとも大きな事業と

か、そのものをつくるだけじゃなくて、男女共同参画とか、何か力を入れるものについては、そのプロセス、

今ここまで進んでいますよとか、こういう状況ですよというのも、紙面に限りはあるでしょうけれども、載せ

ていただいたらいいなと。 

  あとは、もう一つ事業評価を皆さん自分たちで毎年されているじゃないですか。どこまで達成したとか、来

年度はこうだとか、その中に広報のことを評価する欄を設けるというのも一つ御検討いただければなと思いま

す。要するに、この事業について知ってもらいたいという部分で確実に市民の方に知ってもらえたのかとか、

もう尐しこういうことを広報しないと、例えば問い合わせが多くなっているとか、そういった広報の重要性が

高まっているから、そういうことも事業の評価の中に一つ入れられたらどうかなというのは、これは提案です。

全部の事業が対象になるとは思いませんけれども、広報は対象なしというコメントが入る事業があってもいい

ので、より市長の答弁にあった透明性のあるとか、市民の方に開かれたという意味でいうと、どの事業も尐な

からず広報にかかわってくると思うので、事業評価の中で市民に対する広報について、自分たちで評価をする
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ということを年に一度やられてはいかがかなというふうに思っております。 

  あとずっと今まで広報、広報ということで、お話しさせていただいていたんですけれども、壇上でお話しし

たように、ＰＲという言葉が入ってきたとき、ほとんどの当時46都道府県のうち、43都道府県がその英語を広

報って訳したので、広報になっているらしいんですけれども、３つの都道府県が広聴と訳したらしいんですね、

広く聴く。ですので、広報というといつも行政側からの発信という部分が、どうもクローズアップされるんで

すけれども、実は今後協働という部分を考えても、広聴という部分の生かし方というのも必要だと思うんです

けれども、市長が開催されているタウンミーティングとか、さまざまな無作為で選んだ方にアンケートを送り

ましたというようなことも、市でもよくやっていらっしゃると思うんですけれども、広聴活動というようなも

のは、適宜行われていて、それが広報にどのように生かされているのか教えていただきたいと、何か事例があ

りましたら教えていただきたいと思います。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） 今広聴につきましても、私ども秘書広報課の中に担当部署がございます。１月

の市報のほうに盛り込みますけれども、市長への手紙、それからホームページでも市への御意見、御要望とい

うことでメールをいただけるようになっております。そのような中にも、例えば市報を横書きにしたらどうか

という御提案がありましたり、もう尐しカラーページにして見やすくしてほしい、あるいは字をお年寄り向け

に大きくしてほしい、それから子供向けの広報をつくったらどうかという御提案もあったりもしましたので、

それぞれいろんなメリット・デメリットがございますので、それにつきましては、広報担当、あるいは広聴か

らも意見をもらったりしまして、検証はしているところでございます。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） 意見をもらったものは反映したり、あとは検討したりということですけれども、もら

ったものを、よく市長への手紙の回答とかをホームページで載せていたりとかするような自治体もありますけ

れども、受け取ったもののレスポンスというものは、広報の中では今のところは当市では出すような取り組み

はされていないということでよろしいですか。 

○秘書広報課長（鈴木 尚君） いただいたことへの回答等は、広報紙等の中でも行ってはおりません。 

  以上です。 

○１５番（和地仁美君） 余り、ほかの自治体の例で、こんなのどうですかというと、事情が違うので無理な注

文みたいになっちゃって恐縮なんですけれども、一つ鈴鹿市がメールモニターというのをやっています。メル

モニというのを、今回商標登録か何か自分たちの自治体の独自のものだということで、登録されたようですけ

れども、鈴鹿市は20万人ぐらいの人口らしいんですけれども、14歳以上の方がメールモニターに登録をできる

そうです、14歳以上だそうです。大体今六，七千人ぐらいの方が登録をされているようなんですけれども、簡

単な市民意識調査のアンケートですよね。アンケート的なものを、携帯のメールとかにぱっと送ると、ちゃち

ゃっと答えられるようなものだそうです。それを、この間男女共同参画の特集のときに、男女共同参画何とか

宣言都市になりましたというのが特集であったんですけれども、その男女共同参画について、どう思いますか

という簡単なアンケートをとったのを、今うちの市民の方のメルモニの方の意識は、こんな感じですという感

じに紙面に載せている。なおかつ、男女共同参画担当の女性の職員の方が、こういう気持ちで取り組んでいき

ますと顔写真入りで、その事業にかける思いを載せているというような、広報の体裁だったんですけれども、

ぜひとも答えたら知りたいと思う部分もあると思うので、そういった簡単にできる意識調査みたいなツールも、

ぜひ参考にしていただければと思っております。 
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  うちの市報はイラストが多くなってきたのはわかるんですけれども、一つ確認したいことがありまして、職

員の顔出しというのはできないんでしょうか。というのは、今回この質問をするに当たって、いろいろなとこ

ろの自治体の広報を見たんですけれども、やっぱり人の熱みたいなの、人を感じるものって読みたくなるし、

その人の言葉で語っていると、よく市役所も頑張っているんですというのが伝わるというか、そういった効果

もあるんだなと思うんですけれども、今までうちの市では担当職員が、こんなふうに頑張っていますとか、今

こうやっていますみたいな感じで紹介というか、自分が自分の言葉で語るようなコーナーを見かけたことがな

いんですけれども、それはやったことがないのか、もしくはできないのか、そこら辺はどういう御事情なんで

しょうか。 

○議長（関田正民君） ここで10分間休憩いたします。 

午後 ３時５２分 休憩 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

午後 ４時 ２分 開議 

○議長（関田正民君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

○副市長（小島昇公君） いろいろな御提案をいただきまして、ありがとうございました。 

  冒頭の御質問の中で、東大和市のＰＲは下手だという冒頭、職員も言っているような質問がありましたけど、

議員さんが一番感じているんだなというふうに感じました。そして、正直言いまして、例えば流山市と私ども

の子育ての関係のいろいろ比較して見ているんですけども、やっていることに余り大きな違いはないと思って

いるんですね。流山市になくて、うちでできているもの、その逆もあるんですけども、そういう中でもやはり

流山は母になるなら流山市ということで、かなり全国的にもよくやっていますよという知名度があると。この

辺のところは、外へうまく情報を出していけるかどうかというところが、余りうまくないなというふうには私

ども認識しております。 

  さっき職員の関係は、基本的には職員のは出さないんですけども、職員が市報に出ているのは後ろ姿が市民

の人のまずいときに出ているようなものしか余り出てないんですけども、あれを積極的に出していくのは、今

の段階では考えておりません。ただ、市報を含めた市の広報について、いろいろ課題があって努力は職員も一

生懸命させていただいております。しかし、私どもはプロですから、結果として税金を納めていただいている

市民の皆さんが、大和はこんなことをやっているんだというのを、やっぱりよく認識をしてもらうことは、私

どもの責務だというふうに考えておりますので、御提案をたくさんいただいたものも含めて、検討していきた

いと考えております。 

  以上でございます。 

○１５番（和地仁美君） そろそろ終わらなきゃいけないのかなとも思いますが、今プロなので責務だという、

非常に心強い御答弁を副市長からいただいていますけれども、とはいえ広報というのも結構専門職的な部分も

あると思うんですよね。だから、世の中広告代理店というような広報を専門として業がやっていけているとい

うこともありますので、ただ市のほうで広報の専門家であったり、経験者という方を、それだけのために採用

できるかというと、それもちょっと現実的ではないなというふうには思います。市報の内容を見直していただ

きたいというときに、市民目線で市民のわかりやすい、先ほどの副市長の御答弁の言葉をかりれば、より市民

の方に理解していただける、知っていただける表現や方法はないかというときは、やはり当事者を巻き込んで

というやり方も一つありなのかなと思っています。 
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  今回の市報の１面の下のほうで、はーもにいの編集委員を募集していましたよね。先ほど、お聞きするとは

ーもにいは年に１回しか発行されないということでしたけど、その１号をつくるために市民の編集委員を市報

で募集されていましたけれども、そのような形で例えば会社をやめて何しようかなと思っていて、企業内で広

報の関係をやっていた方というのを、市民の中にいるかもしれないですし、市民の目で見て市報をみんなでモ

ニタリングじゃないですけど、ここがこうだったら、もっと読みやすいのにねという意見交換会みたいなのを

やっていただくとか、あとは今市民の記者の方のコラムみたいのがありますけれども、そうじゃなくてもっと

ちゃんとした知ってもらいたい情報を、どうやったらもっと知ってもらえるかという形で、市民編集者じゃな

いですけれども、そんなような形で御協力いただくようになれば、今とても大変な庁内であっても、そんなに

負担なく尐し改善ということができるんじゃないかと思いますが、豊島区は大学生記者という、大学生にちょ

っと紙面を任せたりしているようなところもあるようですけども、そんな形でいわゆる市民を巻き込んで市報

をつくるようなことを検討されたこととか、そういうことは今後やっていけそうかということについては、ど

のような見解をお持ちでしょうか。 

○副市長（小島昇公君） 過去の検討というのは、市民の人のお力をかりたいというのは、協働指針を掲げてお

りますから、当然そういう考えはございます。今のは御要望いただいたということで、今後に生かせればと思

います。 

  以上でございます。 

○１５番（和地仁美君） いろいろと種々申し上げましたけれども、先ほどの副市長の答弁が、まさしく私も思

っているところでして、同じようなことをやったり、それ以上のことをやっているのに、何かいま一つ認知さ

れてなかったり、評価が低かったり、もしくは誤解をされて何か過小評価までされてしまったりという部分の

ことは、とても残念に思う部分は私もあります。ですので、市民協働、その透明性とか、正確な情報をやる責

任というところのもう一つ上の段階の市民とともに歩むために、同じ情報を理解してもらいましょうみたいな、

やわらかい言い方をすると、市民へのラブレターぐらいの気持ちで、こちらの気持ちが伝わらなければ相手は

動いてくれませんし、知ってくれませんから、どんなに手紙を書いても伝わらなければデートにあらわれませ

んから、やっぱりそういうふうに市民が動きたくなるような、お金をかけてせっかく出しているものですので、

そういう気持ちでちょっともう一度市報や、ほかの広報物全体を見直していただいて、市民が本当に東大和に

住んでいてよかった、東大和頑張っているなというふうに思われるような効果的な広報を、今後もますます研

究して進めていっていただきたいなというふうに思っております。 

  以上で、私の一般質問を終わりにします。 

○議長（関田正民君） 以上で、和地仁美議員の一般質問は終了いたしました。 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

◇ 中 間 建 二 君 

○議長（関田正民君） 次に、18番、中間建二議員を指名いたします。 

〔１８番 中間建二君 登壇〕 

○１８番（中間建二君） 公明党の中間建二でございます。通告に従い、平成27年第２回定例会における一般質

問を行います。 

  私自身、４月26日の市議会議員選挙４期目の当選をさせていただくことができました。選挙で掲げた政策、

公約を一つでも多く実現をすべく、公明党の議員として全力で議員活動に挑戦をしてまいる決意でございます。
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何とぞ、よろしくお願いを申し上げます。 

  さて、４月26日に行われた市長選挙におきまして、尾崎市長は見事に２期目の当選を果たされました。まこ

とに、おめでとうございます。本来であれば、選挙後初めての今定例会においては、市長自身の２期目にかけ

る意気込みを所信表明という形で伺いたかったわけでありますが、所信表明が行われる予定にはなっておりま

せん。 

  そこで、まず初めに尾崎市長の２期目の新しい４年間のスタートに当たって、この４年間で目指す市政運営

の所信について伺いたく、次の３点について、お尋ねいたします。 

  １として、どのようなまちづくりのビジョンを持っておられるのか。 

  ２として、市長が目指すまちづくりのビジョンを実現していくには、各施策について、具体的な数値目標等

を示すべきと考えますが、いかがでしょうか。 

  ３として、市長が目指すまちづくりのビジョンについて、積極的に情報発信を行っていくべきと考えますが、

市長のお考えを伺います。 

  次に、地方創生における子育て支援策について伺います。 

  さきの市長選におきましては、尾崎市長は選挙公約の柱に、日本一子育てしやすいまちを目指すことを掲げ

ておられました。今我が国が本格的な人口減尐社会に突入した中で、政府が目指す地方創生の取り組みにおい

ては、公明党が一貫して取り組んできた子育てを社会全体で支援をしていく、子供優先の社会、チャイルドフ

ァーストを推進していくことが、最重要課題となっております。そういう中で、市長みずからが日本一の子育

てしやすいまち東大和を掲げられたことは、大いに評価できるものであり、私も大賛成であります。一方、ま

さに日本一を目指す施策を進めていくからには、当市の現状を客観的に分析しつつ、今後実現していこうとし

ている具体的な施策について、明らかにしていくべきと考えます。 

  そこで、１として、市長が目指す日本一の子育てしやすいまちについて、以下の点について、お尋ねいたし

ます。 

  アとして、改めてなぜ日本一の子育てしやすいまちを目指すのか。 

  イとして、当市の現状についての認識は。 

  ウとして、市の目指すまちづくりの中心施策に子育て支援の充実を掲げ、着実に30代の子育て世代の人口増

加を果たしたおります大きな実績を上げている自治体として、千葉県流山市が有名であります。この流山市と

比較して、当市に不足しているものは何であると認識をしているのか、お尋ねいたします。 

  ２として、今後当市において具体的に取り組むべき課題について、以下の点について、お尋ねいたします。 

  アとして、子育て世代包括支援センターの設置の考えは。 

  イとして、駅前送迎保育ステーション事業、トワイライトステイ事業など、多様な保育サービスの充実の方

向性は。 

  ウとして、学童保育の定員増や預かり時間の延長は。 

  エとして、放課後子ども教室と学童保育の一体的運用の考えは。 

  オとして、産後ケア事業、産前産後サポート事業の充実は。 

  カとして、結婚支援の考え方、新婚家庭の定住策について伺います。 

  次に、まちの魅力を創出するための文化・芸術の振興について伺います。 

  尾崎市長の１期４年の市政運営を拝見する中で、市長自身、文化・芸術の振興については深い思い入れがあ
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るものと受けとめております。私は、これまで当市の貴重な文化財である戦災建造物の平和事業への活用と充

実を一貫して訴えてまいりましたが、尾崎市長には大いに賛同していただいているものと理解をしております。

また、ハミングホールや公民館を活用した文化・芸術の振興、文化協会の皆様を中心とした市民文化の創造活

動についても大いに評価できるものであります。一方、今後さらに当市の文化・芸術振興を図っていく上では、

（仮称）郷土美術園の整備や当市が所蔵を進めております吉岡堅二画伯の作品の所蔵管理と紹介については、

さまざまな課題があると考えております。 

  そこで、１として、まちづくりの中心軸に文化・芸術の振興を位置づけていくための方策について、以下の

点について伺います。 

  アとして、当市の現状についての認識は。 

  イとして、（仮称）郷土美術園の将来的なイメージと開設までのスケジュールの見通しは。 

  ウとして、吉岡堅二氏の作品の所蔵管理の状況と今後の方向性は。 

  エとして、郷土博物館における吉岡堅二氏の作品の展示の状況は。 

  オとして、これまで公明党として一貫して訴えてまいりました文化・芸術振興条例の制定について、どこま

で検討がなされているのかについて、お尋ねをいたします。 

  最後に、青パトによる防犯対策の強化について伺います。 

  青パトによる防犯パトロールにつきましても、私は初当選以来、青パトの導入からパトロールの強化まで、

一貫して取り組みの充実を訴えてまいりました。約10年にわたって、平日毎日子供たちの下校時の見守り活動

を行っている取り組みは高く評価をしております。現状の成果を踏まえつつ、さらなる充実に向けて、以下の

点について、お尋ねをいたします。 

  １として、青パトにドライブレコーダーを搭載することで、防犯対策の強化を図ることができないか。 

  ２として、パトロール中に放送する音声や音楽、メロディーの見直しの考えについて伺います。 

  この場での質問は以上とし、再質問につきましては、答弁を踏まえ自席にて行わせていただきます。 

〔１８番 中間建二君 降壇〕 

〔市 長 尾崎保夫君 登壇〕 

○市長（尾崎保夫君） 初めに、２期目のまちづくりのビジョンについてでありますが、私は東大和市を夢のあ

るまちにしたいと考えております。夢のあるまちを実現するために、２期目につきましては、日本一子育てし

やすいまちづくりに重点を置くとともに、１期目に掲げました住みよい活気のあるまちづくり、環境にやさし

いまちづくり、福祉の行き渡ったまちづくり、地域力・教育力の向上、財政の健全化、市民とともに歩む市政

運営の６つの施策を引き続き推進し、この７つの施策が２期目のまちづくりのビジョンであると考えておりま

す。日本全体では尐子高齢化が進行し、今後人口減尐社会が到来することが予想されております。東大和市に

おきましても、同様に人口の減尐が見込まれております。このような中、東大和市に住みたい、住んでよかっ

たと思っていただけるような夢のある魅力あるまちづくりを実施してまいりたいと考えております。このため

の重点施策として、日本一子育てしやすいまちを目指すということであります。事業としましては、出産から

育児までの切れ目のない尐子化対策の充実、待機児童の解消、地域力・教育力の向上、公園の特色化などを考

えてまいります。そして、子供たちへの投資が将来の東大和市への投資であると考え、東大和市の10年、20年

先を見据えて、市民の皆様とともに市政運営を行ってまいります。 

  次に、各施策の具体的な数値目標等についてでありますが、それぞれの施策や事業の実施に当たっては、数
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値目標等を示すことで、その進捗状況や達成度がわかりやすくなるものと考えております。また、市では施策

の推進に当たっては、第四次基本計画や個別計画などに基づいて実施しているという状況であります。私がビ

ジョンとして持つ目標と、第四次基本計画や個別計画などの目標との整合を図り、数値目標等をお示しできる

ものについては、お示しすることに努めてまいります。 

  次に、市民への情報発信についてでありますが、これまでに本庁舎３階の市政情報コーナーや玉川上水駅前

のふれあい広場など、情報発信の拠点整備を進めるとともに、庁議資料の公開などにも取り組んでまいりまし

た。今後も市民協働を推進し、市民の皆様とともに歩む市政運営を目指すに当たっては、公開すべき情報を積

極的に公開し、市民の皆様との情報の共有化を進めて市政の透明化の確保に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

  次に、日本一子育てしやすいまちを目指すことについてでありますが、現在尐子化が進む中、子供や子育て

世帯への支援を推進し、充実することは、将来の東大和市を支える世代への投資につながるものであります。

人口減尐問題を解決するには、当市で子供を産み育てる世帯をふやすことが重要であり、子育てしやすいまち

づくりの推進を最重要施策と考えております。今後日本一を目指し、子育て支援施策を推進してまいりたいと

考えております。 

  次に、現状についてでありますが、平成27年４月から子ども・子育て支援新制度がスタートし、当市では東

大和市子ども・子育て支援事業計画に基づき、子ども・子育て支援施策の推進に努めているところであります。 

  次に、千葉県流山市との比較についてでありますが、流山市は昭和42年に市制を施行し、水と緑の豊かな自

然が息づく環境にあり、交通網の発展により都心への近郊圏として発展した当市の環境に似た生活文化都市で

あります。また、流山市は早くから子育てに力を入れているまちとしてイメージを展開し、そのことにより子

育て世帯の転入超過割合が全国でも上位の市となったと認識しております。流山市では、市の公式ホームペー

ジで母になるなら流山市、子育てしやすいまちのイメージを強く打ち出して、子育て世代の増加に成功してお

ります。 

  次に、子育て世代包括支援センターの設置についてでありますが、厚生労働省では妊娠期から子育て期にわ

たるさまざまなニーズに対して、総合的な相談支援を提供するワンストップ拠点として、子育て世代包括支援

センターの整備を進めております。このセンターには、保健師やソーシャルワーカー等を配置し、妊娠から出

産、育児まで、きめ細かな支援や相談を行うことにより、地域における子育て世帯の安心感を醸成するもので

あります。現在当市での設置の計画はございませんが、保健センターで実施する母子保健事業と子ども家庭支

援センターで実施する子育て支援事業が連携し、切れ目のない支援に努めているところでございます。今後も

国の動向を注視し、情報の収集に努めてまいります。 

  次に、多様な保育サービスの充実の方向性についてでありますが、駅前送迎保育ステーション事業、トワイ

ライトステイ事業などにつきましては、そのニーズや問題点、課題の把握に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

  次に、学童保育の定員増や預かり時間の延長についてでありますが、東大和市子ども・子育て支援ニーズ調

査等におきまして、学童保育の定員増や時間延長に関します意見をいただいております。定員増につきまして

は、基準を遵守した上で柔軟に対応してまいりたいと考えております。また、時間延長につきましては、平成

26年４月より土曜日及び長期休暇中の開所時間を８時へと30分早めたところであります。今後は、閉所時間の

延長実施に向けて検討してまいりたいと考えております。 
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  次に、放課後子ども教室と学童保育の一体的な運用についてでありますが、放課後子ども教室と学童保育と

の一体型は全ての児童の安全・安心な居場所を確保するため、同一の小学校内等において両事業を実施し、共

働き家庭等の児童を含めた全ての児童が放課後子ども教室の活動に参加できるものであります。今後、放課後

子ども教室と学童保育所の連携により、一体型機能の確保を目指してまいりたいと考えております。 

  次に、産後ケア事業、産前産後サポート事業についてでありますが、東京都から事業実施要綱等が出され、

内容が示されたところであります。今後、市内の子育てに関連する地域の社会資源や先進市の事例等の情報収

集を行うとともに、調査研究をしてまいりたいと考えております。 

  次に、婚活支援や新婚家庭の定住策についてでありますが、市におきましては、将来的に人口の減尐が見込

まれており、東大和市で結婚し安心して子供を産み育てることができる環境を整えることは、重要であると考

えております。婚活支援や新婚家庭の定住策につきましては、まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定する中

で、検討する項目に上がっているところでございます。 

  次に、まちの魅力を創出するための文化・芸術の振興についてでありますが、文化・芸術は人々の暮らしに

豊かさと潤いをもたらすものであると同時に、まちの魅力と活力の源でもあります。こうしたことから、市の

第二次基本構想の中でも「豊かな人間性と文化をはぐくむまち」を基本目標の柱の一つとして位置づけをし、

ハミングホールや郷土博物館などを中心に事業を展開しているところであります。文化・芸術の振興につきま

しては、すぐに見える結果が出るものではありませんが、引き続き市民の皆様が心の豊かさを実感できる事業

を実施してまいりたいと考えております。 

  なお、まちづくりの中心軸に文化・芸術の振興を位置づけていくための方策につきましては、教育委員会並

びに担当部より説明をお願いいたします。 

  次に、青色回転灯パトロールカーにドライブレコーダーを搭載することについてでありますが、青色回転灯

パトロールカーは平成16年12月に一般車両で事業を開始し、平成19年９月から現在の車両を導入しました。子

供たちの安全を確保するために、小中学校及び学童保育所等を中心とした防犯パトロールを実施しております。

現在の車両は８年近く運用し、走行距離も10万キロメートルであることから、更新を検討する時期となってお

ります。ドライブレコーダーの搭載については、車両の更新時に検討したいと考えております。 

  次に、パトロール中の放送内容の見直しについてでありますが、青色回転灯パトロールカーの運行中の放送

につきましては、通常放送と特別放送の２種類の放送をしております。通常放送は「子供たちの見守りと地域

の安全のために、防犯パトロールを実施しております。」と放送しております。不審者情報や振り込め詐欺等

があった場合には、その内容の放送をする特別放送に切りかえております。また、昼の時間帯に児童施設等の

近くを通過する場合には、放送とめたり、音量を小さくするなど、周辺環境に配慮した運行を行っております。

放送については、市民の皆様の理解が不可欠であると考えております。 

  以上です。 

〔市 長 尾崎保夫君 降壇〕 

○教育長（真如昌美君） それでは、（仮称）東大和郷土美術園の将来的なイメージと開設までのスケジュール

の見通しについて御説明いたします。 

  （仮称）東大和郷土美術園につきましては、平成23年度、24年度の２カ年で関連用地も含めまして、用地を

取得いたしました。また、作品につきましても、平成25年度に吉岡堅二氏の御尊父である華堂様の作品も含め、

御子息が所蔵する全ての作品をデータベース化いたしました。今年度は、吉岡画伯が生前集めた工芸品類や写
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真のフィルムなどが数多くあることから、これらについても調査を進め、データベース化を進めてまいります。

現状では、当市が所有する作品が尐ないことや、母屋を初めとする建物の改修が進んでいないことなどの理由

から、将来的なイメージや開園までのスケジュールにつきましては、明確になっておりません。そのため、当

面は資料等のデータベース化や作品等の寄贈、寄託に向けた準備を進めてまいりたいと考えております。 

  次に、吉岡堅二氏作品の所蔵管理の状況と今後の方針についてでありますが、御子息の所有する作品がデー

タベース化されたことから、昨年度その全てを郷土博物館に寄託いただきました。作品の保管につきましては、

温度、湿度の管理が行える郷土博物館の特別収蔵庫にて保管をさせていただいております。また、平成25年度

から年に三、四点ではありますが、額装を施した上で作品の寄贈を再開いたしましたので、今後も御子息と調

整を図らせていただく中で、作品の収蔵に努めてまいりたいと考えております。 

  次に、郷土博物館における吉岡堅二氏の作品展示の状況についてでありますが、これまでも年２回の特別公

開の際には、御子息から作品を何点かお借りする中で展示をしてまいりました。また、平成25年８月には嘱託

職員として日本画を専攻した美術の学芸員を採用することができましたので、郷土博物館の企画展示室におい

て、１カ月程度の吉岡堅二作品展を実施するとともに、２階の常設展示室の畳部分のスペースを吉岡堅二コー

ナーとして開設したところであります。今後も引き続き、このようなスペースを有効活用することで、ＰＲに

努めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○市民生活課長（田村美砂君） 担当部より文化・芸術振興条例の制定について御説明させていただきます。 

  条例の制定につきましては、文化活動の振興のため文化振興施策の長期的な指針の策定について、検討を進

める必要があることは認識しているところでございます。文化・芸術は非常に広範囲であり、検討に当たりま

しては、市民会館を中心とした芸術・文化の鑑賞や市民団体の発表の機会の提供、また教育委員会で行ってい

る市民団体等の文化活動に対する育成、支援などを踏まえながら、総合的に検討を進めていかなければならな

いと考えております。 

  以上でございます。 

○１８番（中間建二君） それでは、再質問に入る前に先ほど壇上で通告に基づきまして、婚活支援と申し上げ

るところを結婚支援と申し上げたようでございましたので、婚活支援ということで訂正をさせていただきます。 

  それでは、順次再質問をさせていただきます。 

  初めに、尾崎市長の２期目の市政運営について、まちづくりのビジョン、所信表明という形でぜひ示してい

ただきたいということで、お尋ねをいたしました。 

  御答弁を踏まえますと、基本的には１期目の内容プラス日本一子育てがしやすいまちを目指すということで

受けとめてよろしいんでしょうか。 

○副市長（小島昇公君） 市長が先ほどお答えさせていただきましたとおり、１期目に日本一子育てしやすいま

ちづくりを加えるということでございます。 

  以上でございます。 

○１８番（中間建二君） 今東大和市のホームページには、市長所信表明というものが掲載されておりまして、

平成23年第２回市議会定例会で所信を表明しましたということで、先ほど市長が御答弁された内容が掲載をさ

れております。この基本姿勢としては、それを継続するということについては、それはそれで構わないとは思

うんですけれども、しかしやはり１期４年仕事をされて、さまざまな評価をいただいた中で今回２期目のスタ
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ートに入るわけですから、本来であれば１期４年の成果、実績を市長みずからが総括された上で、この新しい

４年間をどういうふうに市政運営をしていくのか、どういうまちづくりを目指していくのか。当然市の長期計

画、基本計画等は当然あるわけですけれども、しかし市長の任期は、あくまでも４年の任期しかないわけです

から、市の長期計画は長期計画、これに整合性を持たなきゃいけないことは当然ですけれども、しかし市長と

して、この４年間で何をなしたいのかということについては、私はもっと踏み込んで発信をしていくべきでは

ないかと考えておりますけれども、この点についての御認識を伺いたいと思います。 

○副市長（小島昇公君） １期目４年につきましては、議員の皆様のお力添えをいただいたということで、非常

に大きな課題を尐しずつではありますけども、進めることができたというふうに考えております。そして、ま

だそれが解決をしたというところまで至ってない大きな課題はたくさんあるわけですから、それを引き続き続

けると。それから、先ほど申し上げましたように、やはり市の10年、20年先を考えたときに、尐子高齢化の流

れは東大和市にも間違いなく来ると。今東京の中にありますので、東大和市は先ほど千葉の流山のお話もござ

いましたけども、25歳から34歳の若年層の転入と転出の割合、転入が多いですよという割合が東京近県で３番

目ということで、伸び率を誇っているわけではございますが、先々同じことが続くというふうには想定ができ

ないというところで、やはり10年、20年先を見据えて、この２期目では日本一子育てしやすいまちづくりとい

うのを掲げまして、子供さんを育てる若い世代の方に１人でも多く大和に入っていただいて、市を活気のある

まちにしていきたいというふうなのが今回の大きな考え方です。 

  また、数値についてということも先ほど市長から答弁をさせていただきましたけども、整合性のとれる範囲

内で出せるものは数値も出していきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○１８番（中間建二君） この日本一子育てをしやすいまちを目指すことを、新たに選挙で政策に掲げられて、

また市政運営の目標にしていく、中心軸に据えていく、これについては私は大賛成でございます。しかし、一

方で４年前のこの所信を、このままでいいというふうに思っていらっしゃるとすると、私はそうじゃないんじ

ゃないかと思うんですね。４年前に当市が持っていた課題と、現状の４年後を迎えた中でさまざまな社会環境

や国の政策も大きく変化、変化を遂げている中で、例えば平成23年の所信表明、考え方、施策の柱はそれを変

えたくない、もしくは見直すべきじゃない、そのままでやるんだ。これは、いいかもわかりませんけれども、

また一方でその中にさまざま述べていらっしゃる検討していく課題や内容等については、もうほとんど決着の

着いたものも、４年前の所信表明の中には盛り込まれております。例えば住みよい活気あるまちづくりの中で

は、市長は当初ウルトラＣグルメの開発ということをおっしゃっておられましたけれども、これについては例

えばうまかんべぇ～祭を取り組んできた中で、これは誰もが認める市長の実績として定着しているわけですか

ら、当然このうまかんべぇ～祭をあわせて、どういうふうに展開をしていくのかということも、本来は訴える

べきでしょうし、また福祉の行き渡ったまちづくりについては、例えば総合福祉センターについては、そのあ

り方を検討するということで言われているわけですが、これもこの４年間の中で、さまざまな努力がなされた

結果として、今もう中身が決まり、今工事に入っているわけですから、これをいつまでここに載せていく、４

年前の所信を載せていく必要があるのか。 

  こういうふうに見ていきますと、本来この４年間の中で決着が着いたもの、形ができたもの、前に進んでい

るものについては、それを次はどう発展させていくのかということについては、当然考えが、この４年間の中

で市長自身がどうしていきたいのかということは、当然お考えがあるでしょうし、この６つの施策を維持する
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ということについては、市長のそれが所信であり、基本姿勢であるというについては、それで結構ですけれど

も、一方で所信の中身については、４年間の成果、実績を踏まえつつ、次の４年間で何をやるのかということ

については、明確にしていくべき考えますけれども、いかがでしょうか。 

○副市長（小島昇公君） 先ほど、お答えをさせていただきました件と重複するところがございますけども、１

期目に掲げました６項目につきましては、非常に大きな課題がたくさんございました。それを、やはり議員さ

んたち、市民の皆さんのお力添えをいただく中で、一つずつ進めてきたということだと思っております。です

から、総合福祉センターを一つの例にとりまして、ようやく工事にたどり着けたというところでございますの

で、福祉の行き渡ったまちづくりの一つの市の総合福祉の拠点づくりにはたどり着けましたけども、実際にど

うしていくかというのは、これから引き続き推進していくべきだと思っておりますし、地域力、教育力の向上

をとりましても、尐しずつ教育関係の環境の整備もできておりますけども、保護者の皆さんからの御要望にお

応え全てできたというのには、まだほど遠い状況だというのも認識してございますので、さらにそちらについ

ても推進しなければいけない。ただ、財政の健全化につきましても、尐し貯金ができたという状況はないわけ

ではございませんけども、ここから先の公共施設をどうしていくかというようなことを考えたときには、とて

もとても十分だということではございませんので、引き続きそこについても十分な配慮をしながら進めていな

くてはいけないというふうに考えてございます。 

  日本一子育てしやすいまちづくりというのが、それをベースに掲げることによって、今課題になっているほ

かの施策も高齢者のことも、障害者のことも、みんな一緒に進めるために、一番今必要だということで日本一

子育てしやすいまちというのを、一番先に持ってきたということで御理解を賜わればと思います。 

  以上でございます。 

○１８番（中間建二君） ですので、今おっしゃったように、まさにこの４年間の実績もあれば、また対応しな

ければいけない課題も当然市長自身が一番認識をされて、今御答弁された副市長も一番認識をされて、何がで

きて、何ができてないのか、次に何をしなきゃいけないのかということは、一番わかっているわけですから、

これ今このタイミングで平成23年の所信表明を、どこかのタイミングでこれ見直しなければ、これずっとこの

所信表明の内容が２期の間も、３期も、ずっとこれ掲載されていくわけですか、市のホームページで。そうい

うわけにいかないと思うんですよ。やはり、市長のこの４年間の中で何をなしていくのか。日本一子育てしや

いまちを追加した、その市長の政策、またまちづくりへの思いというものを形にしていく、本来はこの定例会

がそのタイミングではなかったかというふうに思います。 

  何で、これをあえてまた申し上げるかというと、私、前任期のときに市長と何度か、このことでお話ししま

したけれども、市長がおっしゃる情報発信とか、説明責任とか、情報公開とか言っても、一番の市民が知りた

い根幹は市長がどういうまちづくりを目指しているのか、どういうことを考えているのか、何が課題と思って

対応しようとされているのか、これがやはり一番市民が知りたい情報だと思うんですね。だから、ここを市長

として、また市として、この４年間の施策、目指すべきまちづくりを明らかにし、わかりやすい情報発信をし

ていかなければ、本来市長が一番掲げていらっしゃる情報公開だとか、説明責任からは離れてしまうんじゃな

いかなというふうに、私は感じておりますので、このタイミング、どのタイミングかわかりませんけども、４

年前の所信表明をずっと市のホームページで掲載していくわけには、当然いかないと思いますので、どういう

ふうにされていくのか、改めてこの任期のビジョンやまちづくりについて、わかりやすく市民に情報提供し、

発信していくべきだと私は思いますけれども、この点についてはいかがでしょうか。 
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○副市長（小島昇公君） 今年度も予算につきましても、通年度の予算を編成させていただいたという中で、施

政方針ということで、ことしはこういうことをやりたいというお話もさせていただいております。その機会、

機会に市長の考えは出していければと思っております。 

  以上でございます。 

○１８番（中間建二君） ですから、毎年、毎年の予算編成だとか、施政方針ということは、当然それは行って

いくべきでありましょうし、今も平成27年度の施政方針については述べられている、市のホームページでも情

報発信はされているわけですね。ですから、この４年間のまちづくり、市長の新しい任期のまちづくりをどう

していくのかということについて、どうビジョンをまとめて情報発信をしていくのか。これは、本来はこの定

例会のタイミングだったと思うんですけれども、所信表明はありませんので、これをどういうふうに取りまと

めて情報発信をしていくのかということについて、これ繰り返しになりますけれども、毎年、毎年の施政方針

をやることは当然だと思いますけれども、この任期については４年前のもののままで行くということで、本当

によろしいんですか。 

○副市長（小島昇公君） 答えが何度も同じことになって恐縮でございますけども、４年前の大きな６つの方針、

それが４年間の皆さんの御協力いただく中で努力をして、一つ一つ解決ができたもの、それをさらに前進をし

ていくと。一番大きな目標は、日本一子育てしやすいまちづくりということで、具体的に子育てしやすいまち

づくりについては、他の議員さんからもいろいろ御質問いただきまして、答えている部分と重複をするところ

はございますけれども、具体的に待機児童の解消から始まりまして、やっぱり教育の関係、公園づくり、その

他そういう視点で全体を見て進めていきたいという考えでございます。 

  以上でございます。 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

○議長（関田正民君） お諮りいたします。 

  本日の会議はこれをもって延会としたいと思いますが、これに御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（関田正民君） 御異議ないものと認め、これをもって延会といたします。 

午後 ４時４８分 延会 

 


